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令和６年度行政実績報告

について

地方自治法第２３３条第５項の規定に基づき、令和

６年度決算における各部門の主要な施策の成果および

執行の実績を、以下のとおり報告します。

令和７年９月 日
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ま え が き

我が国の経済は、この 年余の間、バブル崩壊に伴う混乱やデフレ、世界的な金融危機、

度重なる自然災害、コロナ禍といった幾多の難局を乗り越えてきました。その結果、名目

ＧＤＰは 兆円、設備投資は 兆円をそれぞれ超え、賃金も 年ぶりの高い賃上げが

実現し、成長と分配の好循環が動き始めています。長きにわたったコストカット型経済か

ら脱却し、デフレに後戻りせず、「賃上げと投資が牽引する成長型経済」に移行できるのか

どうかの分岐点にあります。

このため、政府は日本経済・地方経済の成長、物価高の克服及び国民の安心・安全の確

保を三つの柱とする「国民の安心・安全と持続的な成長に向けた総合経済対策」を策定し

ました。この中で、全ての世代の現在及び将来にわたる賃金・所得の増加を最重要課題と

して位置付け、賃金上昇が物価上昇を安定的に上回る経済を実現することにより、「賃上げ

と投資が牽引する成長型経済」への移行を確実なものとし、全ての国民が安心と安全を感

じられる未来の実現が掲げられました。

また、令和６年度の国の地方財政計画においては、社会保障関係費や人件費の増加が見

込まれる中、地方自治体が多様化する住民ニーズに的確に応えつつ、こども・子育て政策

の強化など様々な行政課題に対応し、行政サービスを安定的に提供できるよう、地方交付

税等の一般財源総額については令和５年度を上回る額が確保されました。

このような中、本町の令和６年度決算では、財政構造の弾力性を見る指標として用いら

れる経常収支比率については、前年度から ポイント上昇し ％となりました。今後、

広域農道の舗装補修や町道橋梁の補修などインフラ施設の長寿命化対策や学校施設及び社

会教育・体育施設の改修事業等も予定されています。高齢化が進行する中、住民の移動手

段を確保するためのコミュニティバスやタクシー運行事業、また、生活交通路線バス事業

（太良線）など、地域公共交通施策にも引き続き取り組んでいかなければならず、持続可

能な財政運営を行っていくうえでは、個々の事業の見直しはもちろん、経常的な経費の抑

制も必要となっています。

以下、令和６年度の主要な施策の成果を取りまとめています。

各事業については一定規模以上のものについて掲載しておりますが、特に周知すべき事

業については金額の多少にかかわらず掲載しております。

引き続き、「未来を引き寄せるチカラ 太良町」を実現するため、各種施策の推進と健全

な財政運営に取り組むとともに、町民の皆様の声が届く町政運営に努めてまいりますので、

今後ともなお一層、町政の発展にご協力を賜りますようお願いします。
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ⅠⅠ  地地方方財財政政状状況況調調査査ににつついいてて

１１  普普通通会会計計決決算算総総額額
（単位：千円、％）

伸        率
（ウ）／（イ）×１００

△ 14.6

△ 67.8

△ 12.0

△ 20.0

実質単年度収支 (F+G+H-I)

２２  普普通通会会計計財財政政指指数数

太良町 類似団体平均

財政力指数

実質収支比率（％）

経常収支比率（％）

実質公債費比率(％)

※ 財政力指数とは財政力の強弱を示すもので、一般財源の必要額に対して町税等の一般財源収入額（地方交付税を除く）がど

　の程度確保されているかを測るものであり、指数が高いほど裕福な団体といえる。

※ 実質収支比率とは、標準財政規模に対する実質収支の割合をいい、一般的には、3～5％程度が望ましいとされている。

※ 経常収支比率とは、人件費や扶助費、公債費など毎年経常的に支出しなければならない経費に、地方税や地方交付税などの

　経常的に確保できる一般財源収入をどれだけ充てているかを示す指標で、数値が小さければ小さいほど財政的に弾力性があ

　ることになる。

※ 実質公債費比率は、特別会計等への公債費に係る繰出金等を加算し、起債に充てられた国からの交付金等を差し引いた実質

　 的な負担を計数的に示すもので、18％を超えれば公債費負担適正化計画の策定を、25％を超える場合は単独事業に係る地方

　 債を制限される。地方債の協議制度への移行に伴い導入された。

※ 財政力指数等の推移及び経常収支比率の推移については、それぞれ第１表、第１図のとおりである。

△ 30,000

△ 31,827

「令和６年度地方財政状況調査」、いわゆる決算統計の主な資料は次のとおりである。

差　    引
（ア）－（イ）　（ウ）区      分

令和６年度 令和５年度
（ア） （イ）

※ 普通会計とは、自治体の行政運営の基本的な経費が計上され、全国的な統計や自治体間の比較を行う場合に用いられ
　 る。
   太良町では、一般会計と後期高齢者医療特別会計及び国民健康保険特別会計の一部を調整したものとなっている。

△ 29,983

令和６年度
県内町平均 佐賀県平均

△ 3,313

△ 85

△ 117,535 △ 152,607

歳入総額

歳出総額

形式収支（A-B)

翌年度へ繰越すべき財源

実質収支（C-D)

単年度収支

積立金（財政調整基金）

繰上償還金

積立金取崩し額

令和５年度
区　　　分

－ 1－



第第１１表表

年度 財政力指数 実質収支比率（％） 経常収支比率（％）

平成27年度

平成28年度

平成29年度

平成30年度

平成31年度

令和２年度

令和３年度

令和４年度

令和５年度

令和６年度

第第１１図図

財財政政力力指指数数等等のの推推移移

平平成成 平平成成 平平成成 平平成成 平平成成 令令和和２２ 令令和和３３ 令令和和４４ 令令和和５５ 令令和和６６

経経常常収収支支比比率率のの推推移移

臨臨財財債債等等をを除除くく

臨臨財財債債等等をを含含むむ

年年度度

％％

－ 2－



４４  普普通通会会計計自自主主財財源源とと依依存存財財源源のの内内訳訳

　 （単位：千円、％）

決　算　額 構成比 決　算　額 構成比

地 方 税 △ 2.6

分 担 金 及 び 負 担 金 △ 28.7

使 用 料 △ 0.6

手 数 料

財 産 収 入

寄 附 金 △ 19.2

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

計計

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

地 方 消 費 税 交 付 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金 皆減

自動車税環境性能割交付金

法 人 事 業 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金 等

地 方 交 付 税

交通安全対策特別交付金 △ 13.8

国 庫 支 出 金 △ 0.9

県 支 出 金

地 方 債 △ 27.0

計計

依
　
　
存
　
　
財
　
　
源

自
　
　
主
　
　
財
　
　
源

増減率区　　　　　　分
令和６年度 令和５年度

合合　　　　　　　　　　計計

３３  普普通通会会計計歳歳入入構構成成

　　　（単位：千円、％）

決　算　額 構 成 比

地 方 税 △ 20,516 △ 2.6

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

地 方 消 費 税 交 付 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金 △ 517 皆減

自動車税環境性能割交付金

法 人 事 業 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金 等

地 方 交 付 税

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 △ 124 △ 13.8

分 担 金 及 び 負 担 金 △ 4,428 △ 28.7

使 用 料 △ 318 △ 0.6

手 数 料

国 庫 支 出 金 △ 7,967 △ 0.9

県 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金 △ 120,583 △ 19.2

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

地 方 債 △ 74,595 △ 27.0

合合              計計

増 減 率
令和６年度

区       分
令和５年度
決 算 額

増  減  額

－ 3－



４４  普普通通会会計計自自主主財財源源とと依依存存財財源源のの内内訳訳
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交通安全対策特別交付金 △ 13.8

国 庫 支 出 金 △ 0.9

県 支 出 金

地 方 債 △ 27.0

計計

依
　
　
存
　
　
財
　
　
源

自
　
　
主
　
　
財
　
　
源

増減率区　　　　　　分
令和６年度 令和５年度

合合　　　　　　　　　　計計

－ 4－



５５  普普通通会会計計歳歳出出（（性性質質別別））構構成成

　　　（単位：千円、％）

決　算　額 構 成 比

△ 82,978 △ 7.5

△ 5,809 △ 1.1

△△  2277,,889911 △△  55..11

①補助事業費 △ 45,213 △ 15.5

②単独事業費

③県営事業負担金

④同級他団体
　施行事業負担金

皆増

△ 973 △ 7.4

①補助事業費 △ 6,235 △ 64.1

②単独事業費

△△  55,,881188 △△  00..22

△ 23,532 △ 2.0

△ 5,721 △ 7.4

△ 126,575 △ 19.1

 ※　歳出性質別決算額の構成図については第2図のとおり。

人 件 費

増　減　率
令和６年度

令和５年度
決 算 額

増　減　額区       分

１１．．義義　　務務    的的    経経    費費

扶 助 費

補 助 費 等

物 件 費

公 債 費

普通建設事業費

災害復旧事業費

２２．．繰繰            出出            金金

３３．．投投    資資    的的    経経    費費

計計

積 立 金

投 資 ・ 出 資 金

維 持 補 修 費

４４．．一一  般般  行行  政政  経経  費費

貸 付 金

－ 5－
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公公
債債
費費

（（
％％
））

投投
資資
・・
出出
資資
金金

（（
％％
））

繰繰
出出
金金

（（
％％
））

貸貸
付付
金金

（（
％％
））

積積
立立
金金

（（
％％
））

人人
件件
費費

（（
％％
））

補補
助助
費費
等等

（（
％％
））

物物
件件
費費

（（
％％
））

扶扶
助助
費費

（（
％％
））

維維
持持
補補
修修
費費

（（
％％
））

義義
務務
的的
経経
費費

２２
７７
００
００

（（
％％
））

補補
助助
事事
業業
費費

（（
％％
））

単単
独独
事事
業業
費費

（（
％％
））

災災
害害
復復
旧旧
事事
業業
費費

（（
％％
））

義義
務務
的的
経経
費費
にに
準準
じじ
るる
経経
費費

５５
２２
００

（（
％％
））

同同
級級
他他
団団
体体

施施
行行
事事
業業
負負
担担
金金

（（
％％
））

一一
般般
行行
政政
経経
費費

３３
００
９９
９９

（（
％％
））

県県
営営
事事
業業
負負
担担
金金

（（
％％
））
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６６  普普通通会会計計歳歳出出（（目目的的別別））構構成成

決　算　額 構 成 比

議 会 費

総 務 費 △ 82,117 △ 4.9

民 生 費

衛 生 費 △ 108,557 △ 12.8

労 働 費 △ 23 △ 29.9

農 林 水 産 業 費

商 工 費 △ 19,734 △ 7.6

土 木 費

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費 △ 973 △ 7.4

公 債 費 △ 5,809 △ 1.1

合合              計計

増  減  率
令和６年度

区       分
令 和 ５ 年 度
決 算 額

増　減　額

         （単位：千円、％）     
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７７
  
普普

通通
会会

計計
地地

方方
債債

事事
業業

別別
現現

在在
高高

のの
状状

況況

元
　

金
利

　
子

計
措

置
額

措
置

率
(
%
)

(
A
+
B
-
C
)
　

E
F
/
E
×

1
0
0

１
．
公

共
事

業
等

債

２
．
公

営
住

宅
建

設
事

業
債

３
．
災

害
復

旧
事

業
債

う
ち
補
助
災
害
復
旧
事
業
債

４
．
教

育
・

福
祉

施
設

等
整

備
事

業
債

う
ち

学
校

教
育

施
設

等
整

備
事

業
債

う
ち

一
般

補
助

施
設

整
備

等
事

業
債

５
．
一

般
単

独
事

業
債

う
ち
地
方
道
路
等
整
備
事
業
債

う
ち

(
新

)
緊

急
防

災
・

減
災

事
業

債

６
．
辺

地
対

策
事

業
債

７
．
過

疎
対

策
事

業
債

８
.
財

源
対

策
債

９
.
減

収
補

て
ん

債

う
ち

令
和

２
年

度
追

加
税

目
分

減
税

補
て

ん
債

臨
時

財
政

対
策

債

合合
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

計計

特
定

財
源

一
般

財
源

等
政

府
資

金
そ

の
他

※
　

令
和

６
年

度
内

で
の

繰
上

償
還

は
な

い
。

（
単

位
：

千
円

）

区
　

　
　

　
　

　
分

令
和

５
年

度
末

現
在

高
令

和
６

年
度

発
行

額

令
和

６
年

度
元

利
償

還
金

D
の

財
源

内
訳

令
和

６
年

度
末

現
在

高

E
の

借
入

先
別

内
訳

E
の

う
ち

交
付

税
措

置

－ 8－



８８
  
地地

方方
債債

借借
入入

先先
別別

現現
在在

高高
のの

状状
況況

（
単
位
：
千
円
）

令
和

５
年

度
末

令
和

６
年

度
令
和
６
年
度
末

現
在

高
発

行
額

元
　

　
金

利
　
　
子

計
現

在
高

(
A
+
B
-
C
)
　
D

う
ち

旧
郵

便
貯

金
資

金

う
ち

旧
簡

易
生

命
保

険
資

金

旧
郵

政
公

社
資

金

（
町

立
太

良
病

院
事

業
会

計
合

計
）

佐
賀

西
信

用
組

合

令
和

６
年
度
元
利
償
還
金

佐
賀

県
信

用
漁

業
協

同
組

合
連

合
会

区
　

　
　

　
　

　
分

一 一
　　

般般
　　

会会
　　

計計

財
政

融
資

資
金

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

資
金

佐
賀

県
農

業
協

同
組

合

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

資
金

財
政

融
資

資
金

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

資
金

（
一

般
会

計
合

計
）

財
政

融
資

資
金

町 町
立立

太太
良良

病病
院院

事事
業業

会会
計計

簡簡
易易

水水
道道

事事
業業

会会
計計

市
町

村
振

興
資

金

（
簡

易
水

道
事

業
会

計
合

計
）

漁漁
業業

集集
落落

排排
水水

事事
業業

会会
計計

総
合

計

（
水

道
事

業
会

計
合

計
）

水水
  
道道

  
事事

  
業業

  
会会

  
計計

財
政

融
資

資
金

財
政

融
資

資
金

（
漁

業
集

落
排

水
事

業
会

計
合

計
）

市
町

村
振

興
資

金

市
町

村
振

興
資

金
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９９
  
地地

方方
税税

のの
徴徴

収収
実実

績績

（
単

位
：

千
円

）

現
年

課
税

分
滞

納
繰

越
分

合
計

現
年

課
税

分
滞

納
繰

越
分

合
計

１
．

町
　

　
民

　
　

税

２
．

固
 
定

 
資

 
産

 
税

（
ア

）
純

固
定

資
産

税

（
イ

）
交

付
金

３
．

軽
 
自

 
動

 
車

 
税

４
．

市
町

村
た

ば
こ

税

５
．

入
　

　
湯

　
　

税

（
単

位
：

千
円

）

現
年

課
税

分
滞

納
繰

越
分

合
計

現
年

課
税

分
滞

納
繰

越
分

合
計

１
．

町
　

　
民

　
　

税

２
．

固
 
定

 
資

 
産

 
税

（
ア

）
純

固
定

資
産

税

（
イ

）
交

付
金

３
．

軽
 
自

 
動

 
車

 
税

４
．

市
町

村
た

ば
こ

税

５
．

入
　

　
湯

　
　

税

徴
　

　
収

　
　

率
　

（
％

）

滞
納

繰
越

分
合

計

E
/
B
×

1
0
0

F
/
C
×

1
0
0

合
　

　
　

計

令令
和和

６６
年年

度度

調
　

　
定

　
　

済
　

　
額

収
　

　
入

　
　

済
　

　
額

現
年

課
税

分

D
/
A
×

1
0
0

令令
和和

５５
年年

度度

調
　

　
定

　
　

済
　

　
額

収
　

　
入

　
　

済
　

　
額

徴
　

　
収

　
　

率
　

（
％

）

現
年

課
税

分
滞

納
繰

越
分

合
計

D
/
A
×

1
0
0

E
/
B
×

1
0
0

F
/
C
×

1
0
0

合
　

　
　

計

８８
  
地地

方方
債債

借借
入入

先先
別別

現現
在在

高高
のの

状状
況況

（
単
位
：
千
円
）

令
和

５
年

度
末

令
和

６
年

度
令
和
６
年
度
末

現
在

高
発

行
額

元
　

　
金

利
　
　
子

計
現

在
高

(
A
+
B
-
C
)
　
D

う
ち

旧
郵

便
貯

金
資

金

う
ち

旧
簡

易
生

命
保

険
資

金

旧
郵

政
公

社
資

金

（
町

立
太

良
病

院
事

業
会

計
合

計
）

佐
賀

西
信

用
組

合

令
和

６
年
度
元
利
償
還
金

佐
賀

県
信

用
漁

業
協

同
組

合
連

合
会

区
　

　
　

　
　

　
分

一一
　　

般般
　　

会会
　　

計計

財
政

融
資

資
金

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

資
金

佐
賀

県
農

業
協

同
組

合

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

資
金

財
政

融
資

資
金

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

資
金

（
一

般
会

計
合

計
）

財
政

融
資

資
金

町町
立立

太太
良良

病病
院院

事事
業業

会会
計計

簡簡
易易

水水
道道

事事
業業

会会
計計

市
町

村
振

興
資

金

（
簡

易
水

道
事

業
会

計
合

計
）

漁漁
業業

集集
落落

排排
水水

事事
業業

会会
計計

総
合

計

（
水

道
事

業
会

計
合

計
）

水水
  
道道

  
事事

  
業業

  
会会

  
計計

財
政

融
資

資
金

財
政

融
資

資
金

（
漁

業
集

落
排

水
事

業
会

計
合

計
）

市
町

村
振

興
資

金

市
町

村
振

興
資

金
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１１
００

  
基基

金金
現現

在在
高高

とと
地地

方方
債債

現現
在在

高高
のの

推推
移移

（（
普普

通通
会会

計計
））

区
　

　
分

平
成

2
7

平
成

2
8

平
成

2
9

平
成

3
0

平
成

3
1

令
和

２
令

和
３

令
和

４
令

和
５

令
和

６

基
金

現
在

高

地
方

債
現

在
高

差
　

　
引

（
単

位
：

千
円

）

平
成

平
成

平
成

平
成

平
成

令
和

２

令
和
３

令
和

４

令
和

５

令
和

６

十十
万万

基
金
現
在
高

地
方
債
現
在
高

億億
円円

年年
度度
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ⅡⅡ  各各会会計計のの決決算算状状況況

　一般会計及び特別会計の決算状況は、以下のとおりである。

　　（単位：千円）

（単位：千円、％）

伸率 伸率

一般

後期

国保

総計

※漁業集落排水特別会計は、令和6年度から公営企業法の一部適用のため企業会計へ移行した。

※表示金額は千円単位となっており、四捨五入のため合計金額が合わないことがある。

歳　　　出

差　　　　　　　　引

C　　の　内　訳

翌年度繰越額基金積立額

総　　計

（明許繰越）15,105

１１　　各各会会計計別別決決算算状状況況

２２　　決決算算比比較較状状況況

その他

（明許繰越）15,105

※表示金額は千円単位となっており、四捨五入のため合計金額が合わないことがある。

歳　　　入歳　　出

令和５年度

会計

令和６年度

歳　　入 歳　　出 歳　　入

歳　　出 差　　引

A－B＝C

後期高齢者
医 療
特 別 会 計

会計名

一 般 会 計

国 民 健 康
保 険
特 別 会 計

令和６年度決算額

歳　　入

－ 12 －



ⅢⅢ 令令和和６６年年度度決決算算のの状状況況

令和６年度の決算に表れた主な特徴は以下のとおりである。

○ 歳入

（１）ふるさと応援寄附金の減

（２）地方交付税の増

（３）町税の減

（４）物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金の増（国庫支出金）、新型コロナウイルス

予防接種健康被害給付費負担金の減（国庫支出金）、新型コロナウイルス感染症対応

地方創生臨時交付金の皆減（国庫支出金）、ふるさと応援寄附金基金繰入金の増（繰

入金）、過疎対策事業債の減（町債）

○ 歳出

（１）ふるさと応援寄附金基金積立金の減

（２）予防接種健康被害救済制度給付金の減

（３）橋梁維持補修事業の増

（４）さが園芸８８８整備支援事業費補助金の増

（５）タクシー運行業務委託料の皆増

１１ 一一般般会会計計

令和６年度の行財政運営については、不安定な国際情勢の影響でエネルギー価格や原材

料価格が高騰し、物価全体を押し上げる結果となっている中で、物価高騰対策として町民

への地域共通商品券の配布や住民税非課税世帯などを対象とした電力・ガス・食料品等価

格高騰重点支援給付金事業を前年に引き続き実施した。また、予算を伴わずに成果が得ら

れるゼロ予算事業【別表１】にも取り組んだ。

なお、不足する財源については、基金の取崩しや地方債の借入れにより対応した。

（（１１））決決算算規規模模

令和６年度一般会計の決算は次のとおりである。

歳入 億 万円 （前年度 億 万 千円）

歳出 億 万 千円 （前年度 億 万円）

【前年度対比】

歳入 億 万 千円 （伸率 ％）

歳出 億 万 千円 （伸率 ％）

平成 年度以降の決算規模の推移については、第 図のとおりである。

－ 13 －



第第３３図図

一般会計決算規模の推移
歳入 歳出 差引

平成13
平成14
平成15
平成16
平成17
平成18
平成19
平成20
平成21
平成22
平成23
平成24
平成25
平成26
平成27
平成28
平成29
平成30
平成31
令和２
令和３
令和４
令和５
令和６

平平成成

平平成成

平平成成

平平成成

平平成成

令令和和２２

令令和和３３

令令和和４４

令令和和５５

令令和和６６

（（億億円円））

（（年年度度））

一一般般会会計計決決算算規規模模のの推推移移

歳歳入入

歳歳出出

千千円円

千千円円

千千円円

千千円円

千千円円
千千円円

千千円円
千千円円

千千円円

千千円円

千千円円

千千円円

千千円円

千千円円

千千円円

千千円円

千千円円

千千円円

千千円円
千千円円

ⅢⅢ 令令和和６６年年度度決決算算のの状状況況

令和６年度の決算に表れた主な特徴は以下のとおりである。

○ 歳入

（１）ふるさと応援寄附金の減

（２）地方交付税の増

（３）町税の減

（４）物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金の増（国庫支出金）、新型コロナウイルス

予防接種健康被害給付費負担金の減（国庫支出金）、新型コロナウイルス感染症対応

地方創生臨時交付金の皆減（国庫支出金）、ふるさと応援寄附金基金繰入金の増（繰

入金）、過疎対策事業債の減（町債）

○ 歳出

（１）ふるさと応援寄附金基金積立金の減

（２）予防接種健康被害救済制度給付金の減

（３）橋梁維持補修事業の増

（４）さが園芸８８８整備支援事業費補助金の増

（５）タクシー運行業務委託料の皆増

１１ 一一般般会会計計

令和６年度の行財政運営については、不安定な国際情勢の影響でエネルギー価格や原材

料価格が高騰し、物価全体を押し上げる結果となっている中で、物価高騰対策として町民

への地域共通商品券の配布や住民税非課税世帯などを対象とした電力・ガス・食料品等価

格高騰重点支援給付金事業を前年に引き続き実施した。また、予算を伴わずに成果が得ら

れるゼロ予算事業【別表１】にも取り組んだ。

なお、不足する財源については、基金の取崩しや地方債の借入れにより対応した。

（（１１））決決算算規規模模

令和６年度一般会計の決算は次のとおりである。

歳入 億 万円 （前年度 億 万 千円）

歳出 億 万 千円 （前年度 億 万円）

【前年度対比】

歳入 億 万 千円 （伸率 ％）

歳出 億 万 千円 （伸率 ％）

平成 年度以降の決算規模の推移については、第 図のとおりである。
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別別表表１１

ゼロ予算事業実績

事　　業　　名 事 業 の 内 容 事 業 の 成 果

Instagram活用事業

(財政課 管財係)

　Instagramを活用し、ふるさと納税協
力事業者や返礼品の情報を中心に町の特
産品や地域の魅力発信をする。

　開設日　　　　R6.5.1
　投稿　　　　　　38件
　ストーリーズ　　28件
　いいね　　　　 708人
　フォロワー　　 189人

多文化共生タウンミーティ
ング
(企画商工課 企画政策係)

　同じ地域で暮らす外国人住民と町民と
の交流機会を創出し、多文化共生の意識
醸成を図る。

　実施回数：2回
　参加者数：日本人59人
　　　　　　外国人14人

Facebook活用事業

(企画商工課 観光係)

　Facebookを活用し､町内の観光情報を
中心に郷土の魅力をＰＲする。

　投稿          　34件
　いいね     　  541人
　フォロワー　 1,591人

Instagram活用事業

(企画商工課 観光係)

　Instagram上で写真に特化した町内の
観光情報を発信し、太良町の魅力をＰＲ
する。

　投稿          　36件
　いいね     　2,504人
　フォロワー   1,309人

X（旧Twitter）活用事業

(企画商工課 観光係)

　X（旧Twitter）を活用し、短文と画
像、動画で町の観光情報を発信する。

　投稿　　     　 84件
　いいね       5,405人
　フォロワー   1,158人

幼児フロアリズム体験教室

(社会教育課　体育係)

　町内の園児を対象に幼児期からの運動
習慣の促進及び心身の健全育成を図る。

【実施回数】 1回（10月）
【参加人数】20人

環境出前講座

(環境水道課 環境係)

　太良町のごみやリサイクルについて、
リサイクルセンターで講座を行い、環境
への理解を深めてもらう。

【内容】 環境学習(ごみの学習)
【実施日及び対象者】
 6月28日　大浦小4年生　23人
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（（２２））歳歳入入　　

一一般般会会計計決決算算
科     目 令和６年度 構成比 令和５年度 増減額 増減率

１.町税 △ 20,516 △ 2.6

２.地方譲与税

３.利子割交付金

４.配当割交付金

５.株式等譲渡所得割交付金

６.法人事業税交付金

７.地方消費税交付金

８.環境性能割交付金

９.地方特例交付金

10.地方交付税

11.交通安全対策特別交付金 △ 124 △ 13.8

12.分担金及び負担金 △ 4,428 △ 28.7

13.使用料及び手数料

14.国庫支出金 △ 4,200 △ 0.5

15.県支出金

16.財産収入

17.寄附金 △ 120,583 △ 19.2

18.繰入金

19.繰越金

20.諸収入

21.町債 △ 74,595 △ 27.0

合   計

※地方譲与税等・・・地方譲与税＋利子割交付金＋配当割交付金＋株式等譲渡所得割交付金＋

　　　　　　　　　　法人事業税交付金＋地方消費税交付金＋環境性能割交付金＋地方特例交付金＋

　　　　　　　　　　交通安全対策特別交付金

※その他・・・・・・財産収入＋繰越金＋諸収入

（単位：千円、％）

町税
地方譲与税等

地方交付税

分担金及び負担金
使用料及び手数料

国庫

支出金

県

支出金

寄附金

町債

繰入金

その他

一一般般会会計計歳歳入入

億億 万万円円
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一一般般会会計計歳歳入入ににつついいてて

１１ 町町税税

予算額 千円に対して、調定額 千円、収入済額 千円となり、

その収入済額は前年対比で 千円減少（伸率△ ％）し、歳入総額に占める割合

は ％となった。

 町町 民民 税税 千円 △ 千円 伸率 △ ％ 徴収率 ％

 固固定定資資産産税税 千円 △ 千円 伸率 △ ％ 徴収率 ％

 軽軽自自動動車車税税 千円 千円 伸率 ％ 徴収率 ％

 たた ばば ここ 税税 千円 △ 千円 伸率 △ ％ 徴収率 ％

 入入 湯湯 税税 千円 △ 千円 伸率 △ ％ 徴収率 ％

町税は、自主財源の ％を占め、町財政運営にとって基本的な財源であることから、

税収の確保については最大の努力と手段をもって徴収に臨んでいる。

令和６年度の徴収率は、現年課税分 ％（前年度 ％）、滞納繰越分 ％（前

年度 ％）、計 ％（前年度 ％）であった。

入湯税の使途状況について （単位：千円）

充当事業の区分
歳 出

決算額
国 庫

支出金

県

支出金
地方債 その他 一般

財源

うち

充当額

観光振興補助金

２２ 地地方方譲譲与与税税

予算現額 千円に対して、調定額、収入済額はともに 千円となり、歳入

総額の ％を占め、前年度に対し 千円の増 伸率 ％ であった。

 地地方方揮揮発発油油譲譲与与税税 千円（伸率 ％）

揮発油に対して課される税のうち、地方道路税分の ％相当額を、市町村道の延長及

び面積で按分して譲与される。

 自自動動車車重重量量譲譲与与税税 千円（伸率 ％）

国の自動車重量税収入額の 分の に相当する額を、市町村道の延長及び面積で

按分して譲与される。
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 森森林林環環境境譲譲与与税税 千円（伸率 ％）

市町村や都道府県に対して、私有林人工林面積、林業就業者数及び人口による客観的

な基準で按分して譲与される。

３３ 利利子子割割交交付付金金

予算額 千円に対して、調定額、収入済額はともに 千円で、前年度に対し

千円の増 伸率 ％ であった。

県内の金融機関等で発生した利子所得に ％を乗じて特別徴収され県へ納入された利

子割額に、 ％を乗じて得た額の 分の を県内市町に個人県民税の額で按分して交付

される。＜市町交付率 ％＞

４４ 配配当当割割交交付付金金

予算額 千円に対して、調定額、収入済額はともに 千円で、歳入総額の ％

を占め、前年度に対し 千円の増 伸率 ％ であった。

県内に住所を有する者の上場株式配当額に ％を乗じて特別徴収され県へ納入された

配当割額に、 ％を乗じて得た額の 分の を県内市町に個人県民税の額で按分して交

付される。＜市町交付率 ％＞

５５ 株株式式等等譲譲渡渡所所得得割割交交付付金金

予算額 千円に対して、調定額、収入済額はともに 千円で、歳入総額の ％

を占め、前年度に対し 千円の増 伸率 ％ であった。

県内に住所を有する者の源泉徴収口座内の上場株式譲渡所得に ％を乗じて特別徴収

され県へ納入された所得割額に、 ％を乗じて得た額の 分の を県内市町に個人県民

税の額で按分して交付される。＜市町村交付率 ％＞

６６ 法法人人事事業業税税交交付付金金

予算額 千円に対して、調定額、収入済額はともに 千円で、歳入総額の

％を占め、前年度に対し 千円の増 伸率 ％ であった。

県へ納付された法人事業税に ％を乗じて得た額に、従業者数で按分した額を市町

に交付される。

一一般般会会計計歳歳入入ににつついいてて

１１ 町町税税

予算額 千円に対して、調定額 千円、収入済額 千円となり、

その収入済額は前年対比で 千円減少（伸率△ ％）し、歳入総額に占める割合

は ％となった。

 町町 民民 税税 千円 △ 千円 伸率 △ ％ 徴収率 ％

 固固定定資資産産税税 千円 △ 千円 伸率 △ ％ 徴収率 ％

 軽軽自自動動車車税税 千円 千円 伸率 ％ 徴収率 ％

 たた ばば ここ 税税 千円 △ 千円 伸率 △ ％ 徴収率 ％

 入入 湯湯 税税 千円 △ 千円 伸率 △ ％ 徴収率 ％

町税は、自主財源の ％を占め、町財政運営にとって基本的な財源であることから、

税収の確保については最大の努力と手段をもって徴収に臨んでいる。

令和６年度の徴収率は、現年課税分 ％（前年度 ％）、滞納繰越分 ％（前

年度 ％）、計 ％（前年度 ％）であった。

入湯税の使途状況について （単位：千円）

充当事業の区分
歳 出

決算額
国 庫

支出金

県

支出金
地方債 その他 一般

財源

うち

充当額

観光振興補助金

２２ 地地方方譲譲与与税税

予算現額 千円に対して、調定額、収入済額はともに 千円となり、歳入

総額の ％を占め、前年度に対し 千円の増 伸率 ％ であった。

 地地方方揮揮発発油油譲譲与与税税 千円（伸率 ％）

揮発油に対して課される税のうち、地方道路税分の ％相当額を、市町村道の延長及

び面積で按分して譲与される。

 自自動動車車重重量量譲譲与与税税 千円（伸率 ％）

国の自動車重量税収入額の 分の に相当する額を、市町村道の延長及び面積で

按分して譲与される。
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７７ 地地方方消消費費税税交交付付金金

予算額 千円に対して、調定額、収入済額はともに 千円で、歳入総額

の ％を占め、前年度に対し 千円の増 伸率 ％ であった。

令和元年 月 日から消費税が ％から ％に引き上げられ、県に納付された消費税

％分の 分の を市町に交付。そのうち従来分 ％の 分の を人口で、残りの

分の は従業者数で按分して交付され、追加分 ％は全額人口で按分され交付される。

引上げ分に係る地方消費税交付金の使途について （単位：千円）

事 業 名 経 費

財 源

特 定 財 源

一般

財源
国 県

支出金
地方債 その他

消費税交

付金（社

会保障財

源化分）

社会福祉
子どもの

医療費助成

社会保険

杵藤広域圏

組合負担金

（介護保険費）

保健衛生
定期予防接

種委託料

合 計

８８ 環環境境性性能能割割交交付付金金

予算額 千円に対して、調定額、収入済額はともに 千円で、歳入総額の

％を占め、前年度に対し 千円の増 伸率 ％ であった。

県に納付された自動車税環境性能割額に ％を乗じて得た額の ％を市町に交付。そ

のうち 分の は市町村道の延長で、他の 分の は市町村道の面積で按分して交付さ

れる。＜市町交付率 ％＞

９９ 地地方方特特例例交交付付金金

予算現額 千円に対して、調定額、収入済額はともに 千円で、歳入総額

の ％を占め、前年度に対し 千円の増（伸率 ％）であった。

税制改正など、国の政策により地方の財政が減収する場合に、その一部を補てんする

ことを目的に国から市町村へ交付される交付金である。
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地地方方交交付付税税

予算現額 千円に対して、調定額、収入済額はともに 千円で、歳

入総額の ％を占め、前年度に対し 千円の増（伸率 ％）であった。

令和６年度の地方交付税は、所得税収入額の ％、酒税収入額の ％、法人税収入

額の ％、消費税収入額の ％、地方法人税の全額に相当する額に借入金等を加え、

これを総額として、個々の地方公共団体の財政需要に応じて交付された。

過去３ヵ年の地方交付税等の推移は、次のとおりである。

地方交付税等の推移 （単位：千円、％）

区分

令和４年度 令和５年度 令和６年度

金 額
増減額

金 額
増減額

金 額
増減額

伸率 伸率 伸率

普通交付税

△

△

特別交付税

△

△

震災復興

特別交付税

地 方 交 付 税 △

△

臨時財政対策債 △ △ △

△ △ △

交付税＋臨財債 △ △

△ △

交交通通安安全全対対策策特特別別交交付付金金

予算現額 千円に対して、調定額、収入済額はともに 千円で、前年度に対し

千円の減（伸率△ ％）であった。

これは、道路交通法に基づく交通反則通告制度による反則金を収入として国から交付

されるものであり、区域内における人口集中地区人口、交通事故発生件数及び改良済道

路の延長を配分指標として交付額が算定される。

分分担担金金及及びび負負担担金金

予算現額 千円に対して、調定額、収入済額はともに 千円で、歳入総額

の ％を占め、前年度に対し 千円の減（伸率△ ％）であった。

分担金及び負担金は、町が行う事業について特別の利害関係を有する者が、その事業

の施行に要する経費の全部又は一部を、受益の度合いに応じて負担するものである。

７７ 地地方方消消費費税税交交付付金金

予算額 千円に対して、調定額、収入済額はともに 千円で、歳入総額

の ％を占め、前年度に対し 千円の増 伸率 ％ であった。

令和元年 月 日から消費税が ％から ％に引き上げられ、県に納付された消費税

％分の 分の を市町に交付。そのうち従来分 ％の 分の を人口で、残りの

分の は従業者数で按分して交付され、追加分 ％は全額人口で按分され交付される。

引上げ分に係る地方消費税交付金の使途について （単位：千円）

事 業 名 経 費

財 源

特 定 財 源

一般

財源
国 県

支出金
地方債 その他

消費税交

付金（社

会保障財

源化分）

社会福祉
子どもの

医療費助成

社会保険

杵藤広域圏

組合負担金

（介護保険費）

保健衛生
定期予防接

種委託料

合 計

８８ 環環境境性性能能割割交交付付金金

予算額 千円に対して、調定額、収入済額はともに 千円で、歳入総額の

％を占め、前年度に対し 千円の増 伸率 ％ であった。

県に納付された自動車税環境性能割額に ％を乗じて得た額の ％を市町に交付。そ

のうち 分の は市町村道の延長で、他の 分の は市町村道の面積で按分して交付さ

れる。＜市町交付率 ％＞

９９ 地地方方特特例例交交付付金金

予算現額 千円に対して、調定額、収入済額はともに 千円で、歳入総額

の ％を占め、前年度に対し 千円の増（伸率 ％）であった。

税制改正など、国の政策により地方の財政が減収する場合に、その一部を補てんする

ことを目的に国から市町村へ交付される交付金である。
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 分分担担金金

漁港小規模事業費分担金 千円

 負負担担金金

老人ホーム入所者等負担金 千円

保育所保護者負担金（町内３保育所入所者、広域入所者分）

使使用用料料及及びび手手数数料料

予算現額 千円に対して、調定額 千円、収入済額 千円となり、

歳入総額の ％を占め、前年度に対し 千円の増（伸率 ％）であった。

使用料は、行政財産及び公の施設の使用又は利用の対価として、その使用者又は利用

者から徴収する料金をいい、手数料は、特定の者のためにする事務に要する費用として

徴収する料金をいう。

主なものは、次のとおりである。

 使使用用料料

土地使用料 千円

コミュニティバス使用料

タクシー使用料

火葬場使用料

漁港施設使用料

道路占用料

町営住宅使用料（特定公共賃貸住宅使用料を含む）

町営住宅使用料（過年度収入）

定住促進住宅使用料

法定外公共物占用料

公民館使用料（中央公民館 ・大浦公民館 ）

艇庫使用料

 手手数数料料

町税督促手数料 千円

戸籍手数料

除籍手数料

住民登録手数料

諸証明手数料

狂犬病予防手数料

ごみ処理手数料
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国国庫庫支支出出金金

予算現額 千円に対して、調定額、収入済額はともに 千円で、歳入総

額の ％を占め、前年度に対し 千円の減（伸率△ ％）であった。

国庫支出金は、国が町に対してその行政を行うために要する経費の財源に充てるため

に交付する支出金のことをいう。性質別に分類すると、国の負担が義務付けられている

国庫負担金、国が奨励助長を目的として交付する国庫補助金、国の事務委託により支出

される委託金に区分される。

主なものは、次のとおりである。

 国国庫庫負負担担金金

保険基盤安定負担金（国保特会へ繰出し） 保険者支援分 千円

未就学児均等割保険税負担金分（国保特会へ繰出し）

障害者自立支援給付費負担金

障害児施設給付費等負担金

障害者医療費負担金

児童措置費負担金

施設型給付費負担金

子育てのための施設等利用給付交付金

児童手当交付金

新型コロナウイルス予防接種健康被害給付費負担金

 国国庫庫補補助助金金

社会保障・税番号制度システム整備費補助金 法務省分 千円

社会保障・税番号制度システム整備費補助金 総務省分）

社会保障・税番号制度システム整備費補助金 法務省分 ［繰越明許］

社会保障・税番号制度システム整備費補助金 総務省分 ［繰越明許

個人番号カード交付事務費補助金

デジタル基盤改革支援補助金

デジタル田園都市国家構想交付金 地方創生推進タイプ

デジタル田園都市国家構想交付金 デジタル実装タイプ

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金［繰越明許］

地域生活支援事業費補助金

障害者総合支援事業費補助金

中核機関コーディネート機能強化事業費補助金

一時預かり事業費補助金

子育て短期支援事業費補助金

 分分担担金金

漁港小規模事業費分担金 千円

 負負担担金金

老人ホーム入所者等負担金 千円

保育所保護者負担金（町内３保育所入所者、広域入所者分）

使使用用料料及及びび手手数数料料

予算現額 千円に対して、調定額 千円、収入済額 千円となり、

歳入総額の ％を占め、前年度に対し 千円の増（伸率 ％）であった。

使用料は、行政財産及び公の施設の使用又は利用の対価として、その使用者又は利用

者から徴収する料金をいい、手数料は、特定の者のためにする事務に要する費用として

徴収する料金をいう。

主なものは、次のとおりである。

 使使用用料料

土地使用料 千円

コミュニティバス使用料

タクシー使用料

火葬場使用料

漁港施設使用料

道路占用料

町営住宅使用料（特定公共賃貸住宅使用料を含む）

町営住宅使用料（過年度収入）

定住促進住宅使用料

法定外公共物占用料

公民館使用料（中央公民館 ・大浦公民館 ）

艇庫使用料

 手手数数料料

町税督促手数料 千円

戸籍手数料

除籍手数料

住民登録手数料

諸証明手数料

狂犬病予防手数料

ごみ処理手数料
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放課後児童健全育成事業費補助金 千円

延長保育事業費補助金

子ども・子育て支援事業費補助金

就学前教育・保育施設整備交付金

利用者支援事業費補助金

循環型社会形成推進交付金

疾病予防対策事業費等補助金

特定感染症検査等事業費補助金

母子保健衛生費補助金

出産・子育て応援交付金

新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費補助金［繰越明許］

農山漁村地域整備交付金

農山漁村地域整備交付金［繰越明許］

農村地域防災減災事業費交付金［繰越明許］

社会資本整備総合交付金

社会資本整備総合交付金（家賃低廉化）

道路メンテナンス事業補助金

道路メンテナンス事業補助金［繰越明許］

公立学校情報機器活用支援体制整備費補助金

 委委託託金金

中長期在留者住居地届出等事務費委託金 千円

国民年金事務費委託金

県県支支出出金金

予算現額 千円に対して、調定額、収入済額はともに 千円で、歳入総

額の ％を占め、前年度に対し 千円の増（伸率 ％）であった。

県支出金は、国庫支出金と同様に県が町に対して、その行政を行うために要する経費

の財源に充てるため交付する支出金のことである。

主なものは、次のとおりである。

 県県負負担担金金

保険基盤安定負担金（国保特会へ繰出し）（国保分） 千円

保険基盤安定負担金 後期高齢特会へ繰出し）（後期高齢者医療分）

未就学児均等割保険税負担金分（国保特会へ繰出し）

障害者自立支援医療費負担金

障害者自立支援給付費負担金
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障害児施設給付費等負担金 千円

療養介護医療費負担金

児童措置費負担金

施設型給付費負担金

児童手当負担金

 県県補補助助金金

さが暮らしスタート支援事業補助金 千円

民生児童委員活動費交付金

地区民生委員活動費交付金

老人クラブ活動助成事業費補助金

重度心身障害者医療費補助金

社会福祉法人等の利用者負担軽減事業費補助金

地域生活支援事業費補助金

子どもの医療費補助金 国保特会へ繰出し （国保特会分）

子どもの医療費補助金

母子家庭等医療費補助金

審査支払事務費補助金

一時預かり事業費補助金

放課後児童健全育成事業費補助金

延長保育事業費補助金

保育所等給食費支援事業費補助金

保育対策総合支援事業費補助金

利用者支援事業費補助金

浄化槽設置整備事業費補助金

健康増進事業費補助金

地域自殺対策強化事業費補助金

出産・子育て応援交付金

農業委員会交付金

死亡獣畜処理対策事業費補助金

中山間地域等直接支払交付金 推進交付金を含む

機構集積支援事業費交付金

経営所得安定対策等推進事業費補助金

多面的機能支払交付金 推進交付金を含む

農業次世代人材投資事業費補助金

農地利用最適化交付金

経営発展支援事業費補助金

放課後児童健全育成事業費補助金 千円

延長保育事業費補助金

子ども・子育て支援事業費補助金

就学前教育・保育施設整備交付金

利用者支援事業費補助金

循環型社会形成推進交付金

疾病予防対策事業費等補助金

特定感染症検査等事業費補助金

母子保健衛生費補助金

出産・子育て応援交付金

新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費補助金［繰越明許］

農山漁村地域整備交付金

農山漁村地域整備交付金［繰越明許］

農村地域防災減災事業費交付金［繰越明許］

社会資本整備総合交付金

社会資本整備総合交付金（家賃低廉化）

道路メンテナンス事業補助金

道路メンテナンス事業補助金［繰越明許］

公立学校情報機器活用支援体制整備費補助金

 委委託託金金

中長期在留者住居地届出等事務費委託金 千円

国民年金事務費委託金

県県支支出出金金

予算現額 千円に対して、調定額、収入済額はともに 千円で、歳入総

額の ％を占め、前年度に対し 千円の増（伸率 ％）であった。

県支出金は、国庫支出金と同様に県が町に対して、その行政を行うために要する経費

の財源に充てるため交付する支出金のことである。

主なものは、次のとおりである。

 県県負負担担金金

保険基盤安定負担金（国保特会へ繰出し）（国保分） 千円

保険基盤安定負担金 後期高齢特会へ繰出し）（後期高齢者医療分）

未就学児均等割保険税負担金分（国保特会へ繰出し）

障害者自立支援医療費負担金

障害者自立支援給付費負担金
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経営開始資金補助金 千円

さが園芸８８８整備支援事業費補助金

鳥獣被害防止総合対策交付金

ふるさとの森林づくり事業費補助金

森林環境保全直接支援事業費補助金

ふるさと木材利用拡大推進事業費補助金

県産木材供給体制整備事業補助金

漁港小規模事業費補助金

スクールカウンセラー配置事業費補助金

部活動指導員活用事業費補助金

新しい大会に向けた市町準備経費補助金

国スポ競技会運営費補助金

農地等災害復旧事業費補助金（現年災）

 委委託託金金

県民だより等配布事務費委託金 千円

権限移譲事務費委託金

県民税徴収取扱費委託金

衆議院議員選挙費委託金

農林業センサス費委託金

財財産産収収入入

予算現額 千円に対して、調定額、収入済額はともに 千円で、歳入総額

の ％を占め、前年度に対し 千円の増（伸率 ％）であった。

主なものは次のとおりである。

 普普通通財財産産運運用用収収入入

①① 財財産産貸貸付付収収入入

土地貸付収入 千円

②② 利利子子及及びび配配当当金金収収入入

基金利子収入（財政調整基金利子等） 千円

 普普通通財財産産売売払払収収入入

①① 不不動動産産売売払払収収入入

土地売払収入 千円

町有林間伐材等売払収入
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内 訳 （単位：千円）

区 分 場所 林班等 樹 種 材 積 金 額

町 有 林

間 伐 材

町有林 ・ ・ ・

・ ・ 林班

ス ギ

ヒノキ
㎥

官 行 造 林

立 木 売 払

官行造林第 林班

大字糸岐字風配地内

ス ギ

ヒノキ
㎥

佐賀県森林組合

連合会分収造林
多良字角ノ内地内

ス ギ

ヒノキ
㎥

森林研究・整備機構

造林木収益分収

契約番号 号

契約番号 号

契約番号 号

契約番号 号

ス ギ

ヒノキ
㎥

健康の森公園

植栽樹木
大字糸岐字当木地内 桜 ㎥

計 ㎥

寄寄附附金金

予算現額 千円に対して、調定額、収入済額はともに 千円で、歳入総

額の ％を占め、前年度に対し 千円の減（伸率△ ％）であった。

①① 教教育育寄寄附附金金

教育総務寄附金 千円

件数： 件 寄附金の使途：小学校、中学校の備品等を購入

②② ふふるるささとと応応援援寄寄附附金金

ふるさと応援寄附金 千円

経営開始資金補助金 千円

さが園芸８８８整備支援事業費補助金

鳥獣被害防止総合対策交付金

ふるさとの森林づくり事業費補助金

森林環境保全直接支援事業費補助金

ふるさと木材利用拡大推進事業費補助金

県産木材供給体制整備事業補助金

漁港小規模事業費補助金

スクールカウンセラー配置事業費補助金

部活動指導員活用事業費補助金

新しい大会に向けた市町準備経費補助金

国スポ競技会運営費補助金

農地等災害復旧事業費補助金（現年災）

 委委託託金金

県民だより等配布事務費委託金 千円

権限移譲事務費委託金

県民税徴収取扱費委託金

衆議院議員選挙費委託金

農林業センサス費委託金

財財産産収収入入

予算現額 千円に対して、調定額、収入済額はともに 千円で、歳入総額

の ％を占め、前年度に対し 千円の増（伸率 ％）であった。

主なものは次のとおりである。

 普普通通財財産産運運用用収収入入

①① 財財産産貸貸付付収収入入

土地貸付収入 千円

②② 利利子子及及びび配配当当金金収収入入

基金利子収入（財政調整基金利子等） 千円

 普普通通財財産産売売払払収収入入

①① 不不動動産産売売払払収収入入

土地売払収入 千円

町有林間伐材等売払収入
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（単位：件、千円）

選 択 事 業 件 数 金 額

（１）産業の振興に関する事業

（２）医療及び福祉の充実に関する事業

（３）環境の保全に関する事業

（４）教育の推進に関する事業

（５）その他まちづくりに関する事業

（町長おまかせコース）

（６）飼い主がいない猫がゼロになり、人と

動物が優しく共生していける町づくり

を目指して

（ガバメントクラウドファンディング）

合 計

繰繰入入金金

予算現額 千円に対して、調定額、収入済額はともに 千円で、歳入

総額の ％を占め、前年度に対し 千円の増（伸率 ％）であった。

 特特別別会会計計繰繰入入金金

【前年度との比較】

後期高齢者医療特別会計繰入金 千円（ 千円 伸率 ％）

国民健康保険特別会計繰入金 千円（ 千円 伸率 ％）

 基基金金繰繰入入金金（基金残高と繰入額の推移については、次の図のとおりである。）

【前年度との比較】

財政調整基金繰入金 千円（ △ 千円 伸率 △ ％）

減債基金繰入金 千円（ 千円 伸率 ％）

下水道等事業基金繰入金 千円（ 千円 伸率 ％）

地域づくり事業基金繰入金 千円（ 千円 伸率 ％）

スポーツ・文化振興基金繰入金 千円（ △ 千円 伸率 △ ％）

公共施設整備基金繰入金 千円（ 千円 伸率 皆増）

ふるさと応援寄附金基金繰入金 千円（ 千円 伸率 ％）

山林育成基金繰入金 千円（ 千円 伸率 ％）

森林環境譲与税基金繰入金 千円（ 千円 伸率 ％）
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ふるさと応援寄附金基金繰入金の充当事業 （単位：千円）

事 業 事 業 内 容 繰入金

産業の振興に関する事業

有害鳥獣駆除対策費補助金

有害鳥獣被害防止対策費補助金

有害鳥獣捕獲用経費高騰対策支援金

親元就農給付金

有害鳥獣保管ケース製作委託料

有害鳥獣一時保管庫設置工事

ブランド率向上推進費補助金

果樹産地強化対策事業費補助金

根域制限高畝マルチ栽培導入支援事業補助金

さが園芸 整備支援事業費補助金

優良繁殖雌牛導入保留事業費補助金

農地基盤整備事業費補助金

親元就漁給付金

漁業従事者事業継続支援給付金

漁業継続対策補助金

物価高騰対応重点支援事業（地域共通商品券給

付事業）印刷製本費

物価高騰対応重点支援事業（地域共通商品券給

付事業）通信運搬費

物価高騰対応重点支援事業（地域共通商品券給

付事業）換金業務委託料

物価高騰対応重点支援事業（地域共通商品券給

付事業）封入作業委託料

広告料（観光費）

観光客誘客事業補助金（夏カニフェス及び宿泊

補助分）

医療及び福祉の充実に関

する事業

外出支援サービス事業委託料

介護職員等就職支援補助金

家族介護慰労金

重度心身障害者医療費助成

障害児通所支援給付費

保育所障害児保育推進事業費補助金

第２子保育料無料化事業補助金

保育所等副食費助成金

（単位：件、千円）

選 択 事 業 件 数 金 額

（１）産業の振興に関する事業

（２）医療及び福祉の充実に関する事業

（３）環境の保全に関する事業

（４）教育の推進に関する事業

（５）その他まちづくりに関する事業

（町長おまかせコース）

（６）飼い主がいない猫がゼロになり、人と

動物が優しく共生していける町づくり

を目指して

（ガバメントクラウドファンディング）

合 計

繰繰入入金金

予算現額 千円に対して、調定額、収入済額はともに 千円で、歳入

総額の ％を占め、前年度に対し 千円の増（伸率 ％）であった。

 特特別別会会計計繰繰入入金金

【前年度との比較】

後期高齢者医療特別会計繰入金 千円（ 千円 伸率 ％）

国民健康保険特別会計繰入金 千円（ 千円 伸率 ％）

 基基金金繰繰入入金金（基金残高と繰入額の推移については、次の図のとおりである。）

【前年度との比較】

財政調整基金繰入金 千円（ △ 千円 伸率 △ ％）

減債基金繰入金 千円（ 千円 伸率 ％）

下水道等事業基金繰入金 千円（ 千円 伸率 ％）

地域づくり事業基金繰入金 千円（ 千円 伸率 ％）

スポーツ・文化振興基金繰入金 千円（ △ 千円 伸率 △ ％）

公共施設整備基金繰入金 千円（ 千円 伸率 皆増）

ふるさと応援寄附金基金繰入金 千円（ 千円 伸率 ％）

山林育成基金繰入金 千円（ 千円 伸率 ％）

森林環境譲与税基金繰入金 千円（ 千円 伸率 ％）
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（単位：千円）

医療及び福祉の充実に関

する事業

母子家庭等医療費助成

妊婦・乳児健康診査委託料

各種健 検 診委託料

定期予防接種委託料（ 歳以上ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ及び新

型ｺﾛﾅｳｲﾙｽﾜｸﾁﾝ予防接種分）

任意予防接種委託料（インフルエンザ及び帯状

疱疹予防接種分）

環境の保全に関する事業

重機借上料（地域環境整備事業）

維持補修用材料（地域環境整備事業）

家庭用合併処理浄化槽設置整備事業費補助金

塵芥処理費・消耗品費（ごみ袋作成分）

使用済乾電池等処分委託料

ごみ袋収集箱設置費補助金

国土保全森林整備事業費補助金

森林環境保全直接支援事業委託料

多良岳 年の森整備事業委託料

水産多面的機能発揮対策事業費補助金

教育の推進に関する事業

高校生就学支援金

学校施設整備改修事業（小学校）

小学校管理用備品

小学校教育振興費・消耗品費（補助教材）

入学祝金

小学校高度情報教育用備品

中学校管理用備品

学校施設整備改修事業（中学校）

中学校教育振興費・消耗品費（補助教材）

卒業祝金

中学校高度情報教育用備品

青少年育成町民会議補助金

少年スポーツクラブ育成補助金

たら産うまかもん給食支援事業費補助金

その他まちづくりに関す

る事業

サイン改修委託料

移住定住促進事業補助金

民間賃貸住宅等建設促進事業補助金

多良駅駅舎改修設計業務委託料
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（単位：千円）

その他まちづくりに関す

る事業

多良駅西口環境整備事業

タクシー運行業務委託料

事務所維持管理委託料

一般乗用旅客自動車（タクシー）

交通安全施設整備事業

結婚祝金

誕生祝金

火葬場火葬炉整備事業

重機借上料（道路維持補修事業）

町道維持補修事業

維持補修用材料（道路維持補修事業）

橋梁設計委託料

町道新設改良事業（嫁川橋側道橋新設工事分）

消火栓設置事業

町営テニスコート改修工事

 ガバメントクラウド

ファンディング
犬・猫不妊去勢手術費補助金

小 計

ふるさと応援寄附金基金事業経費

合 計

基金残高と基金繰入金の推移 （単位：百万円）

（単位：千円）

医療及び福祉の充実に関

する事業

母子家庭等医療費助成

妊婦・乳児健康診査委託料

各種健 検 診委託料

定期予防接種委託料（ 歳以上ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ及び新

型ｺﾛﾅｳｲﾙｽﾜｸﾁﾝ予防接種分）

任意予防接種委託料（インフルエンザ及び帯状

疱疹予防接種分）

環境の保全に関する事業

重機借上料（地域環境整備事業）

維持補修用材料（地域環境整備事業）

家庭用合併処理浄化槽設置整備事業費補助金

塵芥処理費・消耗品費（ごみ袋作成分）

使用済乾電池等処分委託料

ごみ袋収集箱設置費補助金

国土保全森林整備事業費補助金

森林環境保全直接支援事業委託料

多良岳 年の森整備事業委託料

水産多面的機能発揮対策事業費補助金

教育の推進に関する事業

高校生就学支援金

学校施設整備改修事業（小学校）

小学校管理用備品

小学校教育振興費・消耗品費（補助教材）

入学祝金

小学校高度情報教育用備品

中学校管理用備品

学校施設整備改修事業（中学校）

中学校教育振興費・消耗品費（補助教材）

卒業祝金

中学校高度情報教育用備品

青少年育成町民会議補助金

少年スポーツクラブ育成補助金

たら産うまかもん給食支援事業費補助金

その他まちづくりに関す

る事業

サイン改修委託料

移住定住促進事業補助金

民間賃貸住宅等建設促進事業補助金

多良駅駅舎改修設計業務委託料
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繰繰越越金金

予算現額 千円に対して、調定額、収入済額はともに 千円で、歳入総

額の ％を占め、前年度に対し 千円の増（伸率 ％）であった。

主なものは、次のとおりである。

前年度繰越金 千円

前年度繰越金 繰越明許 道路メンテナンス事業・橋梁維持補修）

前年度繰越金 繰越明許 地域農業水利施設ストックマネジメント）

前年度繰越金 繰越明許 防災重点農業用ため池調査計画）

前年度繰越金 繰越明許 広域農道舗装補修事業）

前年度繰越金 繰越明許 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金）

諸諸収収入入

予算現額 千円に対して、調定額、収入済額はともに 千円で、歳入総

額の ％を占め、前年度に対し 千円の増（伸率 ％）であった。

主なものは、次のとおりである。

中小企業融資預託貸付金元金収入 千円

農業者年金基金受託事業収入

過年度収入

主な内訳は次のとおり

うち 平成 年度子どものための教育・保育給付交付金 千円

うち 令和 年度障害者自立支援給付費国庫負担金

うち 令和 年度佐賀県障害者自立支援給付費県費負担金

消防団員退職報償金

国・県道動物死骸処理料

さが西部クリーンセンター遠距離搬入補助金

ふるさと市町村圏基金市町交付金

佐賀県後期高齢者医療広域連合職員給与等相当分負担金（派遣職員 名分）

佐賀県市町村振興協会市町村交付金（宝くじ収益金）

森林整備担い手育成基金助成事業助成金

市町村職員共済組合助成金

建物災害共済

Ｂ＆Ｇ財団助成金

地域支援介護報酬

指定管理者収益配分金（たらふく館）
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各種教室・大会参加料 千円

児童クラブ保険料

県証紙売捌き手数料

ジュースボックス使用料

乳幼児医療高額療養費返納金

町報たら有料広告掲載料

再商品化合理化等搬出金（売却代金）

重心医療高額介護合算療養費返納金

実習学生受入謝金

ケーブルテレビ使用料

佐賀県後期高齢者医療広域連合負担金精算返還金

介護保険費負担金精算金

地域支援事業委託金

高齢者保健事業等委託金

コミュニティバス運行補助金

特別支援学校放課後児童健全育成事業負担金精算金

災害対策費用保険制度保険金

保健福祉事業委託金

むしろこれから鹿島・太良プロジェクト職員給与等相当分負担金

「 国スポ・全障スポ」活動支援補助金

新型コロナ定期接種ワクチン確保事業助成金

地域創生に向けて“がんばる地域”応援事業助成金

小型家電ごみ（携帯電話・パソコン等）売却代金

繰繰越越金金

予算現額 千円に対して、調定額、収入済額はともに 千円で、歳入総

額の ％を占め、前年度に対し 千円の増（伸率 ％）であった。

主なものは、次のとおりである。

前年度繰越金 千円

前年度繰越金 繰越明許 道路メンテナンス事業・橋梁維持補修）

前年度繰越金 繰越明許 地域農業水利施設ストックマネジメント）

前年度繰越金 繰越明許 防災重点農業用ため池調査計画）

前年度繰越金 繰越明許 広域農道舗装補修事業）

前年度繰越金 繰越明許 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金）

諸諸収収入入

予算現額 千円に対して、調定額、収入済額はともに 千円で、歳入総

額の ％を占め、前年度に対し 千円の増（伸率 ％）であった。

主なものは、次のとおりである。

中小企業融資預託貸付金元金収入 千円

農業者年金基金受託事業収入

過年度収入

主な内訳は次のとおり

うち 平成 年度子どものための教育・保育給付交付金 千円

うち 令和 年度障害者自立支援給付費国庫負担金

うち 令和 年度佐賀県障害者自立支援給付費県費負担金

消防団員退職報償金

国・県道動物死骸処理料

さが西部クリーンセンター遠距離搬入補助金

ふるさと市町村圏基金市町交付金

佐賀県後期高齢者医療広域連合職員給与等相当分負担金（派遣職員 名分）

佐賀県市町村振興協会市町村交付金（宝くじ収益金）

森林整備担い手育成基金助成事業助成金

市町村職員共済組合助成金

建物災害共済

Ｂ＆Ｇ財団助成金

地域支援介護報酬

指定管理者収益配分金（たらふく館）
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（（３３））歳歳出出　　

一一般般会会計計決決算算

科     目 令和６年度 構成比 令和５年度 増減額 増減率

１.議会費

２.総務費 △ 88,697 △ 5.2

３.民生費

４.衛生費 △ 109,868 △ 12.7

５.労働費 △ 23 △ 29.9

６.農林水産業費

７.商工費 △ 19,357 △ 7.3

８.土木費

９.消防費

10.教育費

11.災害復旧費 △ 1,158 △ 8.8

12.公債費 △ 5,809 △ 1.1

合   計

（単位：千円、％）

議会費

総務費

民生費

衛生費

農林水産業費

商工費

土木費

消防費

教育費

公債費

一一般般会会計計歳歳出出

億億 万万 千千円円

災害
復旧費

町町債債

予算現額 千円に対して、調定額、収入済額はともに 千円で、歳入総

額の ％を占め、前年度に対し 千円の減（伸率△ ％）であった。

減少した主な要因は、過疎対策事業債の減によるものである。

本年度の地方債借入状況は、次表のとおりである。

（単位：千円、％、年）

区 分 事 業 名 借入額 借入先 利率
据置期間

償還期間
借入年月日

災害復旧債 農地等災害復旧事業債
財 政

融 資

（ ） 令和 年

月 日

臨 時 財 政

対 策 債
臨時財政対策債

財 政

融 資

（ ） 令和 年

月 日

過 疎 対 策

事 業 債
過疎対策事業債

財 政

融 資

（ ） 令和 年

月 日

過 疎 対 策

事 業 債
過疎対策事業債

財 政

融 資

令和 年

月 日

辺 地 対 策

事 業 債
辺地対策事業債

財 政

融 資

令和 年

月 日

農林水産債
公共事業等債

［繰越明許］

財 政

融 資

令和 年

月 日

合 計
償還欄の上段（ ）書きは据置期間、

下段は据置期間を含めた償還期間
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（（３３））歳歳出出　　

一一般般会会計計決決算算

科     目 令和６年度 構成比 令和５年度 増減額 増減率

１.議会費

２.総務費 △ 88,697 △ 5.2

３.民生費

４.衛生費 △ 109,868 △ 12.7

５.労働費 △ 23 △ 29.9

６.農林水産業費

７.商工費 △ 19,357 △ 7.3

８.土木費

９.消防費

10.教育費

11.災害復旧費 △ 1,158 △ 8.8

12.公債費 △ 5,809 △ 1.1

合   計

（単位：千円、％）

議会費

総務費

民生費

衛生費

農林水産業費

商工費

土木費

消防費

教育費

公債費

一一般般会会計計歳歳出出

億億 万万 千千円円

災害
復旧費

町町債債

予算現額 千円に対して、調定額、収入済額はともに 千円で、歳入総

額の ％を占め、前年度に対し 千円の減（伸率△ ％）であった。

減少した主な要因は、過疎対策事業債の減によるものである。

本年度の地方債借入状況は、次表のとおりである。

（単位：千円、％、年）

区 分 事 業 名 借入額 借入先 利率
据置期間

償還期間
借入年月日

災害復旧債 農地等災害復旧事業債
財 政

融 資

（ ） 令和 年

月 日

臨 時 財 政

対 策 債
臨時財政対策債

財 政

融 資

（ ） 令和 年

月 日

過 疎 対 策

事 業 債
過疎対策事業債

財 政

融 資

（ ） 令和 年

月 日

過 疎 対 策

事 業 債
過疎対策事業債

財 政

融 資

令和 年

月 日

辺 地 対 策

事 業 債
辺地対策事業債

財 政

融 資

令和 年

月 日

農林水産債
公共事業等債

［繰越明許］

財 政

融 資

令和 年

月 日

合 計
償還欄の上段（ ）書きは据置期間、

下段は据置期間を含めた償還期間
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一一般般会会計計歳歳出出ににつついいてて

１１ 議議会会費費

予算現額 千円、支出済額 千円で、歳出総額の ％を占め、前年度に対

し 千円の増（伸率 ％）であった。増加した主な理由は、議員報酬の増加による

ものである。

 議議会会費費  
町議会議員の議会活動及び事務局に要する経費である。 

議会の開会状況 
（単位：回、日） 

  
 

 
 
議案審議の状況 

（単位：件） 
区 分 件 数 定例会 臨時会 原案可決 修正可決 否 決 継続審査 審議未了 

町長提案 － － － － 
議員提案 － － － － － 

計 － － － － 
 

請願、陳情等処理状況 
（単位：件） 

区 分 件 数 採 択 不採択 審議未了 資料配布 継続審査 
請 願 － － － － － －

陳情･要望 － － －

計 － － －

 
常任委員会開会状況 

 （単位：回、日） 
総務常任委員会 経済建設常任委員会  

開会数 日 数 開会数 日 数   
  

定 例 会 臨 時 会 
開会数 延日数 開会数 延日数 

議会運営委員会、特別委員会開会状況 
                                    （単位：回、日） 

議会運営 
委 員 会 

決 算 審 査 
特別委員会 

議会広報編集 
特別委員 会 

開会数 日数 開会数 日数 開会数 日数 

 
その他 
・全員協議会 回 日

・全議員調査 回 日

・全議員研修会 回 日

・議会だより発行 回（定例会ごと）

２２ 総総務務費費

予算現額 千円、支出済額 千円で、歳出総額の ％を占め、前

年度に対し 千円の減（伸率△ ％）であった。

減少した主な理由は、ふるさと応援寄附金の減少に伴う、謝礼や基金積立金の減少によ

るものである。

 総総務務管管理理費費

主な経費は、職員の人件費や経常的な物件費及び補助費等である。今年度は、令和 年

月 日に衆議院議員総選挙が執行された。また、令和 年 月 日に太良町合併

周年記念式典を開催した。その他、特徴的な経費としては、次のとおりである。

①① 一一般般管管理理費費

合併記念式典報償費 千円

職員健診委託料

人事評価制度運用支援業務委託料

地区行政事務委託料（ 地区）

マイクロバス運転業務委託料

防犯カメラ機器保守委託料（ 箇所）

アナログ規制の点検・見直し支援業務委託料

庁舎維持管理委託料

庁舎警備等業務委託料

庁舎サイン改修等委託料

トイレ消臭器等リース料

郵便料金計器リース料

－ 35 －



一一般般会会計計歳歳出出ににつついいてて

１１ 議議会会費費

予算現額 千円、支出済額 千円で、歳出総額の ％を占め、前年度に対

し 千円の増（伸率 ％）であった。増加した主な理由は、議員報酬の増加による

ものである。

 議議会会費費  
町議会議員の議会活動及び事務局に要する経費である。 

議会の開会状況 
（単位：回、日） 

  
 

 
 
議案審議の状況 

（単位：件） 
区 分 件 数 定例会 臨時会 原案可決 修正可決 否 決 継続審査 審議未了 

町長提案 － － － － 
議員提案 － － － － － 

計 － － － － 
 

請願、陳情等処理状況 
（単位：件） 

区 分 件 数 採 択 不採択 審議未了 資料配布 継続審査 
請 願 － － － － － －

陳情･要望 － － －

計 － － －

 
常任委員会開会状況 

 （単位：回、日） 
総務常任委員会 経済建設常任委員会  

開会数 日 数 開会数 日 数   
  

定 例 会 臨 時 会 
開会数 延日数 開会数 延日数 

議会運営委員会、特別委員会開会状況 
                                    （単位：回、日） 

議会運営 
委 員 会 

決 算 審 査 
特別委員会 

議会広報編集 
特別委員 会 

開会数 日数 開会数 日数 開会数 日数 

 
その他 
・全員協議会 回 日

・全議員調査 回 日

・全議員研修会 回 日

・議会だより発行 回（定例会ごと）

２２ 総総務務費費

予算現額 千円、支出済額 千円で、歳出総額の ％を占め、前

年度に対し 千円の減（伸率△ ％）であった。

減少した主な理由は、ふるさと応援寄附金の減少に伴う、謝礼や基金積立金の減少によ

るものである。

 総総務務管管理理費費

主な経費は、職員の人件費や経常的な物件費及び補助費等である。今年度は、令和 年

月 日に衆議院議員総選挙が執行された。また、令和 年 月 日に太良町合併

周年記念式典を開催した。その他、特徴的な経費としては、次のとおりである。

①① 一一般般管管理理費費

合併記念式典報償費 千円

職員健診委託料

人事評価制度運用支援業務委託料

地区行政事務委託料（ 地区）

マイクロバス運転業務委託料

防犯カメラ機器保守委託料（ 箇所）

アナログ規制の点検・見直し支援業務委託料

庁舎維持管理委託料

庁舎警備等業務委託料

庁舎サイン改修等委託料

トイレ消臭器等リース料

郵便料金計器リース料
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庁舎窓ガラス断熱ガラスコート工事 千円

工事明細 （単位：千円）

工 事 名 工 事 内 容 金 額

庁舎窓ガラス断熱ガラスコ

ート工事

庁舎 階南側・西側及び 階西側

・ガラスシールド塗装 ㎡

・ガラス特殊清掃、養生 式

庁舎用備品 千円

うち デジタルサイネージシステム（大型 台・小型 台） 千円

うち 庁舎清掃用掃除機（ 台）

会議等の開催状況は以下のとおりである。

行政相談 回

人権相談 回

無料法律相談 回

②② 文文書書広広報報費費

町報作成業務委託料 千円

ＣＡＴＶ番組制作委託料

ホームページシステム改修委託料

法制執務支援システム使用料

③③ 企企画画財財政政管管理理費費

ふるさと応援寄附金謝礼 千円

印刷製本費

通信運搬費

うち ふるさと応援寄附金事業分 千円

手数料

うち ふるさと応援寄附金事業分 千円

電子申請システム利用ライセンス

第 期総合戦略策定支援業務委託料

サイン改修委託料

イントラネット設備保守委託料

イントラネット用端末設定業務委託料

庁内 接続系ネットワーク無線化導入業務委託料

公会計財務書類作成支援業務委託料

インターネット広告委託料
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ワンストップ特例申請受付業務委託料 千円

配送コントロール業務委託料

地域交通（タクシー）利用助成事業委託料

コミュニティバス運行業務委託料

多良駅駅舎改修設計業務委託料

タクシー運行業務委託料

事務所維持管理委託料

ビジネスチャットツール利用料

封入封かん機リース料

情報配信サービスシステム利用料

多良駅西口環境整備事業

工事明細 （単位：千円）

工 事 名 工 事 内 容 金 額

多良駅フェンス設置工事
ネットフェンス

＝ ｍ

多良駅西口整備工事

整備工事 式

直壁型側溝（ 型） ｍ

直壁型側溝（ 型） ｍ

Ａ 舗装（ ㎝） ㎡

東屋（ × ） 棟

自転車置き場（ × ） 棟

照明灯（ 灯式） 基

フェンス設置 式

多良駅西口区画線設置工事

区画線設置 式

実線（ ㎝） ｍ

破線（ ㎝） ｍ

記号（ ㎝換算） ｍ

イントラネット用端末更新 千円

一般乗用旅客自動車（タクシー） 台

杵藤地区広域市町村圏組合負担金（総務費）

佐賀県公共ネットワーク運用管理費負担金

佐賀県情報セキュリティクラウド運用管理費負担金

地域公共交通活性化協議会負担金

地域づくり事業費補助金（ 件）

移住定住促進事業補助金（ 件）

地域再生推進補助金（ 件）

庁舎窓ガラス断熱ガラスコート工事 千円

工事明細 （単位：千円）

工 事 名 工 事 内 容 金 額

庁舎窓ガラス断熱ガラスコ

ート工事

庁舎 階南側・西側及び 階西側

・ガラスシールド塗装 ㎡

・ガラス特殊清掃、養生 式

庁舎用備品 千円

うち デジタルサイネージシステム（大型 台・小型 台） 千円

うち 庁舎清掃用掃除機（ 台）

会議等の開催状況は以下のとおりである。

行政相談 回

人権相談 回

無料法律相談 回

②② 文文書書広広報報費費

町報作成業務委託料 千円

ＣＡＴＶ番組制作委託料

ホームページシステム改修委託料

法制執務支援システム使用料

③③ 企企画画財財政政管管理理費費

ふるさと応援寄附金謝礼 千円

印刷製本費

通信運搬費

うち ふるさと応援寄附金事業分 千円

手数料

うち ふるさと応援寄附金事業分 千円

電子申請システム利用ライセンス

第 期総合戦略策定支援業務委託料

サイン改修委託料

イントラネット設備保守委託料

イントラネット用端末設定業務委託料

庁内 接続系ネットワーク無線化導入業務委託料

公会計財務書類作成支援業務委託料

インターネット広告委託料
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さが暮らしスタート支援事業補助金（ 件） 千円

民間賃貸住宅等建設促進事業補助金（ 件）

生活交通路線維持費補助金（祐徳自動車）

④④ 電電子子計計算算費費

電算システム改修委託料 千円

機器等保守委託料

電算システム標準化移行対応業務委託料

電算システムリース料

ＡＳＰサービス利用料

中間サーバプラットフォーム交付金

⑤⑤ 財財産産管管理理費費

自動車損害保険料 千円

火災保険料

草払清掃等業務委託料

野崎分譲地法面保護工事

工事明細 （単位：千円）

工 事 名 工 事 内 容 金 額

野崎分譲地法面保護工事

法面整備 式

掘削 ㎥

法面整形 ㎡

防草シート敷設 ㎡

⑥⑥ 支支所所管管理理費費

支所警備等業務委託料 千円

⑦⑦ 交交通通安安全全対対策策費費  
交通安全に関する経費で、主な事業は次のとおりである。

交通安全指導業務委託料（ 名） 千円

修繕料（ｶｰﾌﾞﾐﾗｰ他）

交通安全施設整備事業

工事明細 （単位：千円）

工 事 名 工 事 内 容 金 額

交通安全施設整備工事

ガードレール設置 ＝ ｍ

ガードパイプ設置 ＝ ｍ

カーブミラー設置 基
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交通安全指導員会（ 回）等の会議や、交通安全教室（小学校、 回）を開催したほ

か、交通安全指導員による毎月１日、２０日の交通安全指導を実施した。

また、交通事故防止の徹底を図るため、防災行政無線による交通安全の広報、春・

夏・秋・冬の交通安全県民運動、高齢者の交通事故防止やシートベルトとチャイルド

シートの着用推進に努めた。 
 
交通事故発生状況 （単位：件、人） 

区 分 
令和５年中 令和６年中

事故件数 死亡者数 負傷者数 事故件数 死亡者数 負傷者数 
佐 賀 県 
鹿島署内 
太 良 町 

⑧⑧ 基基金金

基金積立、取り崩しについては、次のとおりである。

（単位：千円）

区 分
令 和 ５ 年 度

末 現 在 高

令和６年度増減
令和６年度

末 現 在 高
積 立

取崩し
基金利子 積立金

財政調整基金

減債基金

地域福祉基金

下水道等事業基金

地域づくり事業基金

スポーツ・文化振興基金

公共施設整備基金

ふるさと応援寄附金基金

山林育成基金

森林環境譲与税基金

合 計

※財政調整基金、減債基金以外の基金は使途が特定されており、目的外の取崩しができない「特定目的基金」である。

※地域福祉基金は原資の取り崩しをせずに、果実運用を行う基金である。

さが暮らしスタート支援事業補助金（ 件） 千円

民間賃貸住宅等建設促進事業補助金（ 件）

生活交通路線維持費補助金（祐徳自動車）

④④ 電電子子計計算算費費

電算システム改修委託料 千円

機器等保守委託料

電算システム標準化移行対応業務委託料

電算システムリース料

ＡＳＰサービス利用料

中間サーバプラットフォーム交付金

⑤⑤ 財財産産管管理理費費

自動車損害保険料 千円

火災保険料

草払清掃等業務委託料

野崎分譲地法面保護工事

工事明細 （単位：千円）

工 事 名 工 事 内 容 金 額

野崎分譲地法面保護工事

法面整備 式

掘削 ㎥

法面整形 ㎡

防草シート敷設 ㎡

⑥⑥ 支支所所管管理理費費

支所警備等業務委託料 千円

⑦⑦ 交交通通安安全全対対策策費費  
交通安全に関する経費で、主な事業は次のとおりである。

交通安全指導業務委託料（ 名） 千円

修繕料（ｶｰﾌﾞﾐﾗｰ他）

交通安全施設整備事業

工事明細 （単位：千円）

工 事 名 工 事 内 容 金 額

交通安全施設整備工事

ガードレール設置 ＝ ｍ

ガードパイプ設置 ＝ ｍ

カーブミラー設置 基

－ 40 －



 徴徴税税費費

職員人件費、補助費等経常的経費のほか、税務及び賦課徴収に関する事務費が主な経費

である。 
納税組合奨励金 組合 千円

納税表彰金

固定資産評価支援業務委託料

不動産鑑定評価委託料

機器等保守委託料

地方税電子申告支援サービス更新業務委託料

電算システム改修委託料

固定資産システム利用料

電子書籍利用料

地方税電子化協議会負担金

 戸戸籍籍住住民民基基本本台台帳帳費費

戸籍、住民基本台帳関係に要する経常的経費である。

戸籍総合システム機器等保守委託料 千円

戸籍総合システム改修委託料

住民基本台帳ネットワークシステム機器保守委託料

戸籍総合システム改修委託料［繰越明許］

戸籍附票システム改修委託料［繰越明許］

住民基本台帳システム改修委託料［繰越明許］

戸籍総合システムリース料

コンビニ交付システム運用利用料

住民基本台帳ネットワークシステムリース料

証明書等自動交付サービス運営負担金

戸籍及び住民登録関係の事務処理状況は、次のとおりである。

戸籍関係 本籍数 本籍人口数 単位：人、件

出生 死亡 婚姻 離婚 その他
新戸籍

の編製

戸 籍 の

全部消除

戸籍の

再 製
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(住民基本台帳関係)       （単位：人、件） 

出生 死亡 転入 転出 転居 世帯変更 職権記載
戸籍の

附 票
その他

その他 単位：件

印鑑新規登録 印鑑登録証再発行 人口動態 外国人数 官庁照会書

諸証明発行状況 単位：件

戸 籍

謄 抄 本

除 籍

謄 抄 本

住 民 票

内コンビニ交付

印鑑登録

証 明 書

内コンビニ交付

その他の

証 明 書

内コンビニ交付

戸籍・除籍

無 料 交 付

その他の

無料交付

世帯数及び人口異動状況 単位：世帯、人

区 分 令和 年度末 令和 年度末 令和 年度末 令和 年度末 令和 年度末

世帯数

人 口

（個人番号カード交付件数） （単位：件）

区分 令和３年度末 令和４年度末 令和５年度末 令和６年度末

交付件数

 選選挙挙費費

選挙に関する経費として、以下のとおり執行した。

①① 選選挙挙管管理理委委員員会会費費 千円

②② 衆衆議議院院議議員員選選挙挙費費 千円

令和 年 月 日執行 衆議院議員総選挙 投票結果

（単位：人、％）

計 第 投票所 第 投票所 第 投票所 第 投票所 第 投票所

当日有権者数

投 票 率

 徴徴税税費費

職員人件費、補助費等経常的経費のほか、税務及び賦課徴収に関する事務費が主な経費

である。 
納税組合奨励金 組合 千円

納税表彰金

固定資産評価支援業務委託料

不動産鑑定評価委託料

機器等保守委託料

地方税電子申告支援サービス更新業務委託料

電算システム改修委託料

固定資産システム利用料

電子書籍利用料

地方税電子化協議会負担金

 戸戸籍籍住住民民基基本本台台帳帳費費

戸籍、住民基本台帳関係に要する経常的経費である。

戸籍総合システム機器等保守委託料 千円

戸籍総合システム改修委託料

住民基本台帳ネットワークシステム機器保守委託料

戸籍総合システム改修委託料［繰越明許］

戸籍附票システム改修委託料［繰越明許］

住民基本台帳システム改修委託料［繰越明許］

戸籍総合システムリース料

コンビニ交付システム運用利用料

住民基本台帳ネットワークシステムリース料

証明書等自動交付サービス運営負担金

戸籍及び住民登録関係の事務処理状況は、次のとおりである。

戸籍関係 本籍数 本籍人口数 単位：人、件

出生 死亡 婚姻 離婚 その他
新戸籍

の編製

戸 籍 の

全部消除

戸籍の

再 製
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永久選挙人名簿（令和 年 月 日現在有権者数）

（単位：人）

区分 男 女 計

第 投票区

第 投票区

第 投票区

第 投票区

第 投票区

計

選挙管理委員会開催 回（定時登録 回、衆院選に伴うもの 回）

 統統計計調調査査費費

統計調査に関する主な経費は、次のとおりである。

年農林業センサス 千円

 
 監監査査委委員員費費

監査業務に関する事務費 千円を執行した。

３３ 民民生生費費

予算現額 千円、支出済額 千円で、歳出総額の ％を占め、前

年度に対し 千円の増（伸率 ％）であった。増加した主な理由は、定額減税補

足給付金の皆増や児童手当の増加によるものである。

 社社会会福福祉祉費費

社会福祉一般及び老人福祉並びに心身障害者福祉等の充実を図り、町民の福祉の向上

に努めた。 
①① 社社会会福福祉祉総総務務費費 

補助事業等経常経費のほか、主な事業及び経費は次のとおりである。

（単位：千円）

事 業 名 事 業 内 容 金 額

電力・ガス・食料品等価格高騰重

点支援給付金（４次分）システム

改修委託料 

電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援

給付金システム改修 
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電力・ガス・食料品等価格高騰重

点支援給付金（５次分）システム

改修委託料 

電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援

給付金システム改修 

定額減税補足給付金（調整給付金）

システム改修委託料 
定額減税補足給付金（調整給付金） 
システム改修 

社会福祉協議会事務費補助金 人件費補助金 
結婚祝金 祝金交付 件 披露宴加算 件

民生児童委員活動費補助金 民生委員の地区活動費補助金

地区民生委員活動費補助金 民生委員の研修等への補助金

電力・ガス・食料品等価格高騰重

点支援給付金（４次分） 
世帯× 円

電力・ガス・食料品等価格高騰重

点支援給付金（５次分） 
世帯× 円

定額減税補足給付金（調整給付金） 対象者 人

電力・ガス・食料品等価格高騰重

点支援給付金（２次分）[繰越明許] 
世帯× 円

電力・ガス・食料品等価格高騰重

点支援給付金（３次分）[繰越明許] 
世帯× 円

国民健康保険特別会計繰出金

保険基盤安定負担金（保険税軽減分）

保険基盤安定負担金（保険者支援分）

未就学児均等割保険税負担金

事務費

出産育児一時金

財政安定化支援

産前産後保険税負担金

②② 老老人人福福祉祉総総務務費費

介護保険事業負担金のほか、主な事業及び経費は次のとおりである。

（単位：千円）

事 業 名 事 業 内 容 金 額

敬老祝金支給事業 対象者 人

生きがい対応型デイサービス事業委

託料

延べ利用人数 人

生きがいデイ利用実人数 人

永久選挙人名簿（令和 年 月 日現在有権者数）

（単位：人）

区分 男 女 計

第 投票区

第 投票区

第 投票区

第 投票区

第 投票区

計

選挙管理委員会開催 回（定時登録 回、衆院選に伴うもの 回）

 統統計計調調査査費費

統計調査に関する主な経費は、次のとおりである。

年農林業センサス 千円

 
 監監査査委委員員費費

監査業務に関する事務費 千円を執行した。

３３ 民民生生費費

予算現額 千円、支出済額 千円で、歳出総額の ％を占め、前

年度に対し 千円の増（伸率 ％）であった。増加した主な理由は、定額減税補

足給付金の皆増や児童手当の増加によるものである。

 社社会会福福祉祉費費

社会福祉一般及び老人福祉並びに心身障害者福祉等の充実を図り、町民の福祉の向上

に努めた。 
①① 社社会会福福祉祉総総務務費費 

補助事業等経常経費のほか、主な事業及び経費は次のとおりである。

（単位：千円）

事 業 名 事 業 内 容 金 額

電力・ガス・食料品等価格高騰重

点支援給付金（４次分）システム

改修委託料 

電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援

給付金システム改修 
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杵藤地区広域市町村圏組合負担金

（介護保険分）
介護保険事業の負担金

成年後見制度中核機関運営事業費負

担金

成年後見制度の利用促進を図るた

め鹿島藤津地区成年後見センター

を嬉野市に設置

介護職員等就職支援補助金 対象者 人

後期高齢者医療広域連合負担金 療養給付費に係る市町負担金

老人クラブ活動助成事業費補助金 単位老人クラブ クラブ・老連

社会福祉法人等の利用者負担軽減

事業費補助金

低所得の介護保険サービス利用者

負担金の軽減 対象者 人

老人ホーム入所措置費 養護老人ホーム 人（年度末人数）

紙おむつ等支給事業
支給人員 人

支給給付券 円× 枚

家族介護慰労金

要介護４及び５と認定された者を

在宅で１年以上介護する介護者に

支給 支給人員 人

後期高齢者医療特別会計繰出金
保険基盤安定負担金

事務費

③③ 心心身身障障害害者者福福祉祉総総務務費費

障害者自立支援給付費のほか、主な事業及び経費は次のとおりである。

（単位：千円）

事 業 名 事 業 内 容 金 額

障害者総合相談窓口相談員報酬

（会計年度任用職員）
相談員 人

障害者等訪問入浴サービス事業委託料 利用件数 件

障害福祉サービス請求審査システム

レンタル料
請求審査に係るシステム使用料

杵藤地区広域市町村圏組合負担金

（障害者総合支援審査会費）

障害福祉サービス利用に伴う障害

支援区分判定審査会設置負担金

重度心身障害者医療費助成
延 人（ 件）

（身体 級以上 精神 級 療育 ）

障害者等日常生活用具給付事業費 交付数 件

障害者自立支援給付費 利用者 人

補装具費支給事業費 交付数 件

障害児通所支援給付費 利用者 人
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障害者自立支援医療費（更生医療） 利用者 人

療養介護医療費 利用者 人

④④ 国国民民年年金金費費

国民年金事務に要する人件費及び物件費等の経常的経費である。

国民年金に関する被保険者等の状況は次のとおりである。

被保険者等 単位：人

被保険者

内 訳

１号
３号 任意

免除者

 
国民年金免除者 単位：人  

免除者

内 訳

法定免除 全額免除 免除 半額免除 免除 学生納付

特例

納付猶予

⑤⑤ 総総合合福福祉祉保保健健セセンンタターー管管理理費費

平成 年度から指定管理者制度を導入し、施設の維持管理、運営に関する業務を委

託するための主な支出と、修繕に要した支出及び利用者数は次のとおりである。

修繕料（避雷針設備修繕等） 千円

総合福祉保健センター指定管理委託料

総合福祉保健センター維持管理委託料

うち 合併処理浄化槽清掃及び維持管理 千円

うち 循環配管薬品洗浄

総合福祉保健センター改修事業（福祉棟）

工事明細 （単位：千円）

工 事 名 工 事 内 容 金 額

昇降機改修工事

巻上機、制御盤、操作盤、表示器具、

着床装置等の制御機器の更新及び

戸開走行保護装置、Ｐ波感知式地震管制

運転装置の設置

総合福祉保健センター施設利用料軽減交付金 千円

杵藤地区広域市町村圏組合負担金

（介護保険分）
介護保険事業の負担金

成年後見制度中核機関運営事業費負

担金

成年後見制度の利用促進を図るた

め鹿島藤津地区成年後見センター

を嬉野市に設置

介護職員等就職支援補助金 対象者 人

後期高齢者医療広域連合負担金 療養給付費に係る市町負担金

老人クラブ活動助成事業費補助金 単位老人クラブ クラブ・老連

社会福祉法人等の利用者負担軽減

事業費補助金

低所得の介護保険サービス利用者

負担金の軽減 対象者 人

老人ホーム入所措置費 養護老人ホーム 人（年度末人数）

紙おむつ等支給事業
支給人員 人

支給給付券 円× 枚

家族介護慰労金

要介護４及び５と認定された者を

在宅で１年以上介護する介護者に

支給 支給人員 人

後期高齢者医療特別会計繰出金
保険基盤安定負担金

事務費

③③ 心心身身障障害害者者福福祉祉総総務務費費

障害者自立支援給付費のほか、主な事業及び経費は次のとおりである。

（単位：千円）

事 業 名 事 業 内 容 金 額

障害者総合相談窓口相談員報酬

（会計年度任用職員）
相談員 人

障害者等訪問入浴サービス事業委託料 利用件数 件

障害福祉サービス請求審査システム

レンタル料
請求審査に係るシステム使用料

杵藤地区広域市町村圏組合負担金

（障害者総合支援審査会費）

障害福祉サービス利用に伴う障害

支援区分判定審査会設置負担金

重度心身障害者医療費助成
延 人（ 件）

（身体 級以上 精神 級 療育 ）

障害者等日常生活用具給付事業費 交付数 件

障害者自立支援給付費 利用者 人

補装具費支給事業費 交付数 件

障害児通所支援給付費 利用者 人
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施設利用状況 （単位：人）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

総合福祉保健センター
福祉棟

保健棟

合 計

⑥⑥ 地地域域支支援援事事業業費費  
高齢者の介護予防、権利擁護、介護保険利用等の総合相談など包括的な支援を行った。 

（単位：千円）

事 業 名 事 業 内 容 金 額

ケアマネージャー報酬

（会計年度任用職員）

ケアマネージャー 人

社会福祉主事 人

一般介護予防教室事業委託料

筋力アップ教室事業委託料

開催回数 回

脳の健康教室事業委託料

延べ参加者数 人

実施回数 回

その他教室事業委託料

（男の料理教室ほか 教室）

ケアプラン作成業務委託料 杵藤地区広域市町村圏組合

生活支援体制整備事業委託料

地域の関係機関と連携し、日常生活上

の支援体制の充実・強化・高齢者の社会

参加の促進等を実施

認知症地域支援・ケア向上事業

委託料

認知症に関する普及啓発、相談支援等

の実施（イベント、認知症カフェ運営）

食の自立支援事業委託料
延べ登録利用者数 人

配食数 食

地域介護予防活動支援事業費

補助金

天神の守 延べ参加者数 人

にじいろサロン 延べ参加者数 人

 児児童童福福祉祉費費

児童の健全育成に努めた。主な事業及び経費は次のとおりである。

①① 児児童童福福祉祉総総務務費費

児童福祉を推進するための人件費及び物件費等事務費のほか、次のとおりである。
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（単位：千円）

事 業 名 事 業 内 容 金 額

放課後児童健全育成事業指導員

報酬（会計年度任用職員）
指導員 人

子ども・子育て支援事業計画策

定業務委託料

第 期太良町子ども・子育て支援事業計画

策定に伴う業務委託

児童手当システム改修委託料 令和 年 月法改正に伴うシステム対応

電力・ガス・食料品等価格高騰

重点支援給付金（こども加算分）

システム改修委託料

電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付

金（こども加算分）交付のためのシステム対

応

電力・ガス・食料品等価格高騰

重点支援給付金（こども加算２

次分）システム改修委託料

電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付

金（こども加算２次分）交付のためのシステ

ム対応

誕生祝金

第 子 件、第 子 件

第 子 件、第 子 件

合計 件

保育所地域活動事業費補助金

＜対象施設＞

いふく保育園・多良保育園・松濤保育園・大

浦ふたばこども園

保育所障害児保育推進事業費補

助金

＜対象施設＞

多良保育園・松濤保育園・大浦ふたばこども

園・飯田保育園・ふたばこども園・海童保育

園

延長保育事業費補助金
＜対象施設＞

いふく保育園・多良保育園・松濤保育園

保育所一時預かり事業費補助金

＜対象施設＞

一般型／いふく保育園・多良保育園・松濤保

育園・大浦ふたばこども園

幼稚園型／大浦ふたばこども園

第２子保育料無料化事業補助金 第２子保育料補助 保護者 人

保育所等副食費助成金 助成延児童数： 人

保育所等給食費支援事業費

補助金

＜対象施設＞

いふく保育園・多良保育園・松濤保育園・大

浦ふたばこども園

就学前教育・保育施設整備交付

金事業費補助金

＜対象施設＞

多良保育園

施設利用状況 （単位：人）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

総合福祉保健センター
福祉棟

保健棟

合 計

⑥⑥ 地地域域支支援援事事業業費費  
高齢者の介護予防、権利擁護、介護保険利用等の総合相談など包括的な支援を行った。 

（単位：千円）

事 業 名 事 業 内 容 金 額

ケアマネージャー報酬

（会計年度任用職員）

ケアマネージャー 人

社会福祉主事 人

一般介護予防教室事業委託料

筋力アップ教室事業委託料

開催回数 回

脳の健康教室事業委託料

延べ参加者数 人

実施回数 回

その他教室事業委託料

（男の料理教室ほか 教室）

ケアプラン作成業務委託料 杵藤地区広域市町村圏組合

生活支援体制整備事業委託料

地域の関係機関と連携し、日常生活上

の支援体制の充実・強化・高齢者の社会

参加の促進等を実施

認知症地域支援・ケア向上事業

委託料

認知症に関する普及啓発、相談支援等

の実施（イベント、認知症カフェ運営）

食の自立支援事業委託料
延べ登録利用者数 人

配食数 食

地域介護予防活動支援事業費

補助金

天神の守 延べ参加者数 人

にじいろサロン 延べ参加者数 人

 児児童童福福祉祉費費

児童の健全育成に努めた。主な事業及び経費は次のとおりである。

①① 児児童童福福祉祉総総務務費費

児童福祉を推進するための人件費及び物件費等事務費のほか、次のとおりである。
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電力・ガス・食料品等価格高騰

重点支援給付金（こども加算）

低所得の子育て世帯への給付金（こども加

算）

交付金額： 人あたり 万円

対象児童数： 人

保育補助者雇上強化事業費補助

金

＜対象施設＞

大浦ふたばこども園

子どもの医療費助成

＜助成件数＞

０歳～就学前児： 件

小学生～高校生： 件 計： 件

国民健康保険特別会計繰出金

子どもの医療費助成現物給付化に係る国保

の減額調整措置に対する一般会計からの繰

出金

電力・ガス・食料品等価格高騰

重点支援給付金（こども加算）

（繰越明許）

低所得の子育て世帯への給付金（こども加

算）

交付金額： 人あたり 万円

対象児童数： 人

②② 児児童童措措置置費費

（単位：千円）

区 分
入所児童（人）

金 額
月当初 月末

保育所

運 営

委託料

いふく保育園 （定員： 人）

多良保育園 （定員： 人）

松濤保育園 （定員： 人）

海童保育園 （鹿島市）

飯田保育園 （鹿島市）

七浦保育園 （鹿島市）

旭ヶ岡保育園 （鹿島市）

合 計
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（単位：千円）

区 分

入所児童（人）

金 額月当初 月末

教育 保育 教育 保育

施設型

給付費

負担金

大浦ふたばこども園（定員： 人）

明朗幼稚園 （鹿島市）

ことじ保育園 （鹿島市）

みどり園 （鹿島市）

ふたばこども園 （諫早市）

清和こども園 （諫早市）

合 計

（単位：千円）

区 分 対象延べ児童数（人） 金 額

旧児童手当

（ 月

分まで）

歳未満
被用者

非被用者

歳～小学生
被用者

非被用者

中学生
被用者

非被用者

特例給付

合 計

（単位：千円）

区 分 対象延べ児童数（人） 金 額

児童手当

（ 月

分から）

歳未満
被用者

非被用者

歳～

高校生年代

被用者

非被用者

合 計

電力・ガス・食料品等価格高騰

重点支援給付金（こども加算）

低所得の子育て世帯への給付金（こども加

算）

交付金額： 人あたり 万円

対象児童数： 人

保育補助者雇上強化事業費補助

金

＜対象施設＞

大浦ふたばこども園

子どもの医療費助成

＜助成件数＞

０歳～就学前児： 件

小学生～高校生： 件 計： 件

国民健康保険特別会計繰出金

子どもの医療費助成現物給付化に係る国保

の減額調整措置に対する一般会計からの繰

出金

電力・ガス・食料品等価格高騰

重点支援給付金（こども加算）

（繰越明許）

低所得の子育て世帯への給付金（こども加

算）

交付金額： 人あたり 万円

対象児童数： 人

②② 児児童童措措置置費費

（単位：千円）

区 分
入所児童（人）

金 額
月当初 月末

保育所

運 営

委託料

いふく保育園 （定員： 人）

多良保育園 （定員： 人）

松濤保育園 （定員： 人）

海童保育園 （鹿島市）

飯田保育園 （鹿島市）

七浦保育園 （鹿島市）

旭ヶ岡保育園 （鹿島市）

合 計
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③③ 母母子子福福祉祉費費

母子家庭等に対する医療費助成として次のとおり支出した。

（単位：千円）

４４ 衛衛生生費費

予算現額 千円、支出済額 千円で、歳出総額の ％を占め、前年度

に対し 千円の減（伸率△ ％）であった。減少した主な理由は、予防接種健康

被害救済制度給付金の減少や新型コロナウイルス接種委託料の皆減によるものである。

 保保健健衛衛生生費費

保健衛生業務については、町民の「健康寿命の延伸」を目標に、がん検診等を行い、救

急医療・母子保健・精神保健の充実及び生活習慣病や感染症の予防に努めた。

令和３年２月から特例臨時接種として始まった新型コロナウイルスワクチン予防接種

は、令和６年度から定期接種へ移行し、希望する方が接種できるように体制を整えた。

また、出産・子育て応援交付金事業による経済的負担軽減と併せて、令和 年 月か

らは産婦健康診査事業、産後ケア事業を開始し、子育て支援の拡充に努めた。

①① 保保健健衛衛生生総総務務費費

妊婦・乳児健康診査委託料ほか、主な事業及び経費は次のとおりである。

報償金 千円

主な内訳は次のとおりである。

精神保健相談医師 千円

母子保健事業従事者

日常生活圏域訪問員報償金

妊婦・乳児健康診査委託料（妊婦健診、乳児健診）

歯科健診等委託料

在宅当番医制事業負担金

出産・子育て応援交付金

高齢者保健事業費（人件費等）

区 分 助成延人数（人） 助成延件数（件） 助成金額

母子家庭

父子家庭

寡 婦

合 計
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②② 予予防防費費

各種がん検診委託料のほか、主な事業及び経費は次のとおりである。

保健推進員報償金 千円 
各種健（検）診委託料

内 訳 （単位：千円）

肝炎ウイルス検査委託料 骨粗しょう症検診委託料

胃がん検診委託料 前立腺がん検診委託料

胃内視鏡検診委託料 若者健診委託料

子宮がん検診委託料 胃がんリスク（ ）健診委託料

乳がん検診委託料 セット健診委託料

（若者健診 胃がんリスク健診）肺がん検診委託料

大腸がん検診委託料 在宅ポータブル健診

健康診査委託料 その他事務等委託料

定期予防接種委託料 千円

任意予防接種委託料

（子ども等インフルエンザ 、麻しん風しん（任意） 、帯状疱疹 ）

健康管理システム改修委託料

結核検診（胸部レントゲン）委託料

予防接種健康被害救済制度給付費

主な事業の実施状況は次のとおりである。

（単位：人）

事業別 項 目
受診

数
項 目 受診数

成人検（健）診

事 業

肝炎ウイルス検診 前立腺がん検診

胃がん検診 若者健診

胃内視鏡検診 胃がんリスク（ ）健診

子宮がん検診 セット健診（若者健診＋

胃がんリスク健診）乳がん検診

肺がん検診 在宅ポータブル健診

大腸がん検診 結核検診

健康診査 歯周疾患健診

骨粗しょう症検診

母子・歯科

保健事業

妊婦健診 歳半児歯科健診

乳児健診 歳半児健診

歳半児健診 産婦健診

③③ 母母子子福福祉祉費費

母子家庭等に対する医療費助成として次のとおり支出した。

（単位：千円）

４４ 衛衛生生費費

予算現額 千円、支出済額 千円で、歳出総額の ％を占め、前年度

に対し 千円の減（伸率△ ％）であった。減少した主な理由は、予防接種健康

被害救済制度給付金の減少や新型コロナウイルス接種委託料の皆減によるものである。

 保保健健衛衛生生費費

保健衛生業務については、町民の「健康寿命の延伸」を目標に、がん検診等を行い、救

急医療・母子保健・精神保健の充実及び生活習慣病や感染症の予防に努めた。

令和３年２月から特例臨時接種として始まった新型コロナウイルスワクチン予防接種

は、令和６年度から定期接種へ移行し、希望する方が接種できるように体制を整えた。

また、出産・子育て応援交付金事業による経済的負担軽減と併せて、令和 年 月か

らは産婦健康診査事業、産後ケア事業を開始し、子育て支援の拡充に努めた。

①① 保保健健衛衛生生総総務務費費

妊婦・乳児健康診査委託料ほか、主な事業及び経費は次のとおりである。

報償金 千円

主な内訳は次のとおりである。

精神保健相談医師 千円

母子保健事業従事者

日常生活圏域訪問員報償金

妊婦・乳児健康診査委託料（妊婦健診、乳児健診）

歯科健診等委託料

在宅当番医制事業負担金

出産・子育て応援交付金

高齢者保健事業費（人件費等）

区 分 助成延人数（人） 助成延件数（件） 助成金額

母子家庭

父子家庭

寡 婦

合 計
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予防接種

事業

二種混合 小児肺炎球菌

麻しん風しん（ 期） 四種混合

麻しん風しん（ 期） 五種混合

麻しん風しん（ 期抗

体検査）
水痘

インフルエンザ（ 歳

以上）
高齢者肺炎球菌

型肝炎（乳幼児）

日本脳炎 ロタ

子宮頸がん インフルエンザ

（高校生以下とその保護

者・任意）
ヒブ

新型コロナウイルス

ワクチン
帯状疱疹 任意

教室事業 健康づくり教室（ 回）

③③ 病病院院費費

町立太良病院事業会計への繰出金である。 千円

（単位：千円）

区 分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

病院事業（収益）繰出金

病院事業（資本）繰出金

病院費合計

④④ 環環境境衛衛生生費費

快適で住みよい町づくりを目指し、太良町営火葬場の運営及び生活排水処理対策と

して合併処理浄化槽の設置補助事業等を実施した。

火葬場指定管理委託料 千円

火葬場利用件数 件（町内 体、町外 体、動物 匹）

火葬場維持管理委託料

うち 火葬場法面除草業務委託料 千円
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火葬場火葬炉整備事業 千円

工事明細 （単位：千円）

工 事 名 工 事 内 容 金 額

町営火葬場火葬炉

整備工事

再燃バーナー本体部品取替（ 号炉）

灰出ダンパーユニット取替（ 系列）

一次冷却空気制御ﾀﾞﾝﾊﾟｰ制御機器取替（ 系列）

二次冷却空気制御ﾀﾞﾝﾊﾟｰ制御機器取替（ 系列）

誘引排風機部品取替（ 系列）

家庭用合併処理浄化槽設置整備事業費補助金（ 基） 千円

簡易水道事業会計繰出金（収益勘定）

簡易水道事業会計繰出金（資本勘定）

⑤⑤ 野野犬犬対対策策費費

（単位：頭）

犬 登 録 内予防注射 野犬捕獲

 清清掃掃費費

①① 塵塵芥芥処処理理費費

ごみの分別収集等を通じ、環境保全・美化及びごみ減量化に努めた。

ごみ収集運搬処分等業務委託料 千円

佐賀県西部広域環境組合負担金

杵藤地区広域市町村圏組合負担金（ごみ処理センター費）

ごみ処理状況 （単位：ｔ） 不燃物内訳 （単位：ｔ）

区分 令和５年度 令和６年度 区 分 令和５年度 令和６年度

可燃物 空き缶類

不燃物 ビン･ガラス類

計 雑 物 類

ペットボトル

粗大ごみ

その他ﾌﾟﾗ

その他紙

②② しし尿尿処処理理費費

鹿島藤津地区衛生施設組合負担金 千円

予防接種

事業

二種混合 小児肺炎球菌

麻しん風しん（ 期） 四種混合

麻しん風しん（ 期） 五種混合

麻しん風しん（ 期抗

体検査）
水痘

インフルエンザ（ 歳

以上）
高齢者肺炎球菌

型肝炎（乳幼児）

日本脳炎 ロタ

子宮頸がん インフルエンザ

（高校生以下とその保護

者・任意）
ヒブ

新型コロナウイルス

ワクチン
帯状疱疹 任意

教室事業 健康づくり教室（ 回）

③③ 病病院院費費

町立太良病院事業会計への繰出金である。 千円

（単位：千円）

区 分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

病院事業（収益）繰出金

病院事業（資本）繰出金

病院費合計

④④ 環環境境衛衛生生費費

快適で住みよい町づくりを目指し、太良町営火葬場の運営及び生活排水処理対策と

して合併処理浄化槽の設置補助事業等を実施した。

火葬場指定管理委託料 千円

火葬場利用件数 件（町内 体、町外 体、動物 匹）

火葬場維持管理委託料

うち 火葬場法面除草業務委託料 千円
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５５ 労労働働費費

予算現額 千円、支出済額 千円で、前年度に対し 千円の減（伸率△ ％）

であった。経費は次のとおりである。

鹿島藤津高等職業訓練校運営費補助金 千円

６６ 農農林林水水産産業業費費

予算現額 千円、支出済額 千円で、歳出総額の ％を占め、前年度に

対し 千円の増（伸率 ％）であった。増加した主な理由は、さが園芸８８８

整備支援事業費補助金の増加によるものである。

 農農業業費費

①① 農農業業委委員員会会費費

農業委員会事務に関する人件費等 千円を支出した。

主な事業は、次のとおりである。  
・農業委員会会議開催 回  
・農地法事務関係取扱件数 件  
・農業者年金事業受託事務取扱件数 件  
・一括生前贈与更新取扱件数 件  
・農地移動適正化斡旋事業取扱件数 件（ ）  
・農業経営基盤強化促進事業取扱件数 件（ ）  
・諸証明書発行件数 件  

②② 農農業業総総務務費費

農政事務に関する経常的な人件費、物件費等のほか、主な経費は次のとおりである。

多良岳オレンジ海道を活かす会運営費負担金 千円

③③ 農農業業振振興興費費

農業の振興並びに規模拡大、増産に関する経費で、主な事業は次のとおりである。

中山間地域等直接支払交付事業 千円

令和６年度の交付状況 ＜交付対象集落 集落、交付対象面積 ＞

有害鳥獣一時保管庫設置事業 千円

内訳 有害鳥獣保管ケース製作委託料 千円

有害鳥獣一時保管庫設置工事
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工事明細 （単位：千円）

工 事 名 工 事 内 容 金 額

冷凍庫設置工事 プレハブ冷凍庫 ㎡

冷凍庫保管施設新設工事

基礎工事 ㎡

屋根・板金工事 ㎡

鉄骨工事 式 他

鹿島藤津地域有害鳥獣広域駆除協議会負担金 千円

有害鳥獣駆除対策費補助金

有害鳥獣被害防止対策費補助金

有害鳥獣捕獲用経費高騰対策支援金

親元就農給付金

農業次世代人材投資事業費補助金

経営発展支援事業費補助金

経営開始資金補助金

多面的機能支払交付金

④④ 特特産産地地づづくくりり推推進進費費

ブランド率向上推進費補助金 千円

根域制限高畝マルチ栽培導入支援事業補助金

さが園芸８８８整備支援事業費補助金

さが園芸８８８整備支援事業の内容

事業主体名

受 益 内 容

事業内容
事業費

千円

補助金

千円対象作物
戸

数
面積

法 人 ぶどう

パイプハウス

果樹棚

省力施肥潅水装置

法 人 みかん 乗用草刈機

個 人 いちご

軽量鉄骨ハウス

いちご高設栽培施設

井戸 他

組 合 ぶどう
果樹棚

中古ハウス 他

個 人 いちご 包装機、井戸

５５ 労労働働費費

予算現額 千円、支出済額 千円で、前年度に対し 千円の減（伸率△ ％）

であった。経費は次のとおりである。

鹿島藤津高等職業訓練校運営費補助金 千円

６６ 農農林林水水産産業業費費

予算現額 千円、支出済額 千円で、歳出総額の ％を占め、前年度に

対し 千円の増（伸率 ％）であった。増加した主な理由は、さが園芸８８８

整備支援事業費補助金の増加によるものである。

 農農業業費費

①① 農農業業委委員員会会費費

農業委員会事務に関する人件費等 千円を支出した。

主な事業は、次のとおりである。  
・農業委員会会議開催 回  
・農地法事務関係取扱件数 件  
・農業者年金事業受託事務取扱件数 件  
・一括生前贈与更新取扱件数 件  
・農地移動適正化斡旋事業取扱件数 件（ ）  
・農業経営基盤強化促進事業取扱件数 件（ ）  
・諸証明書発行件数 件  

②② 農農業業総総務務費費

農政事務に関する経常的な人件費、物件費等のほか、主な経費は次のとおりである。

多良岳オレンジ海道を活かす会運営費負担金 千円

③③ 農農業業振振興興費費

農業の振興並びに規模拡大、増産に関する経費で、主な事業は次のとおりである。

中山間地域等直接支払交付事業 千円

令和６年度の交付状況 ＜交付対象集落 集落、交付対象面積 ＞

有害鳥獣一時保管庫設置事業 千円

内訳 有害鳥獣保管ケース製作委託料 千円

有害鳥獣一時保管庫設置工事
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個 人 ハウスみかん
連棟パイプハウス

省力施肥潅水装置

組 合 たまねぎ 玉葱移植機

組 合 たまねぎ マニュアスプレッタ

組 合 たまねぎ 運搬車

組 合 たまねぎ 運搬車

組 合 キウイフルーツ 乗用草刈機

個 人 みかん 剪定枝粉砕機

個 人 みかん 省力防除機械装置

組 合 キウイフルーツ 葯精選機、開葯機

個 人 ハウスみかん
長寿命化対策

（谷部材）

組 合 みかん 根域制限栽培施設

合 計

⑤⑤ 畜畜産産業業費費

畜産業の振興並びに規模拡大、増産に関する経費で主な事業は、次のとおりである。

優良繁殖雌牛導入保留事業費補助金 千円

和牛受精卵移植支援事業費補助金

死亡獣畜処理対策事業費補助金（牛 件、豚 件）

肉用牛飼育事業基金貸付状況 町単独事業分 （単位：頭）

令和５年度末
令和６年度中増減

令和６年度末
導 入 事故廃用牛 償還牛

⑥⑥ 農農地地費費

農地基盤整備及び農道・農業用水路整備等の農業経営基盤整備に関する経費で、

主な事業は次のとおりである。

修繕料（広域農道照明器具修繕他） 千円

修繕料（活性化センター正面玄関自動ドア等修繕他）

広域農道舗装構造調査業務委託料

広域農道維持管理委託料 千円

内訳 除草業務委託料 千円

支障木伐採業務委託料

塩カル散布業務委託料
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第 トンネル防災設備点検業務委託料 千円

その他委託料

広域農道橋梁等点検診断・計画策定業務委託料

農村公園指定管理委託料

活性化センター指定管理委託料

防災重点農業用ため池調査計画業務委託料［繰越明許］

重機借上料（農道補修等 箇所）

広域農道舗装補修事業（補助）

工事明細 （単位：千円）

工 事 名 工 事 内 容 金 額

多良岳オレンジ海道太良地区舗装補修工事（ 工区） ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装 ㎡

広域農道舗装補修事業（補助）［繰越明許］ 千円

工事明細 （単位：千円）

工 事 名 工 事 内 容 金 額

多良岳オレンジ海道太良地区舗装補修工事（ 工区） ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装 ㎡

多良岳オレンジ海道太良地区舗装補修工事（ 工区） ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装 ㎡

広域農道整備事業（単独） 千円

工事明細 （単位：千円）

工 事 名 工 事 内 容 金 額

オレンジ海道舗装補修 期工事 ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装 ㎡

オレンジ海道舗装補修 期工事 他 件 ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装 ㎡ 他

土地改良事業（単独） 千円

工事明細 （単位：千円）

工 事 名 工 事 内 容 金 額

太良町土地改良事業 永石地区 防草ｺﾝｸﾘｰﾄ ㎡

太良町土地改良事業 田中地区 暗渠排水工 ｍ

原材料費（農道補修等 箇所） 千円

土地改良区運営費補助金

（北多良土地改良区 ・大浦地区土地改良区 ）

地域農業水利施設ストックマネジメント事業費補助金

（大浦地区土地改良区 ）

地域農業水利施設ストックマネジメント事業費補助金［繰越明許］

（大浦地区土地改良区 ）

個 人 ハウスみかん
連棟パイプハウス

省力施肥潅水装置

組 合 たまねぎ 玉葱移植機

組 合 たまねぎ マニュアスプレッタ

組 合 たまねぎ 運搬車

組 合 たまねぎ 運搬車

組 合 キウイフルーツ 乗用草刈機

個 人 みかん 剪定枝粉砕機

個 人 みかん 省力防除機械装置

組 合 キウイフルーツ 葯精選機、開葯機

個 人 ハウスみかん
長寿命化対策

（谷部材）

組 合 みかん 根域制限栽培施設

合 計

⑤⑤ 畜畜産産業業費費

畜産業の振興並びに規模拡大、増産に関する経費で主な事業は、次のとおりである。

優良繁殖雌牛導入保留事業費補助金 千円

和牛受精卵移植支援事業費補助金

死亡獣畜処理対策事業費補助金（牛 件、豚 件）

肉用牛飼育事業基金貸付状況 町単独事業分 （単位：頭）

令和５年度末
令和６年度中増減

令和６年度末
導 入 事故廃用牛 償還牛

⑥⑥ 農農地地費費

農地基盤整備及び農道・農業用水路整備等の農業経営基盤整備に関する経費で、

主な事業は次のとおりである。

修繕料（広域農道照明器具修繕他） 千円

修繕料（活性化センター正面玄関自動ドア等修繕他）

広域農道舗装構造調査業務委託料

広域農道維持管理委託料 千円

内訳 除草業務委託料 千円

支障木伐採業務委託料

塩カル散布業務委託料
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基幹水利施設等緊急補修事業費補助金 千円

（北多良土地改良区 ・大浦地区土地改良区 ）

農地基盤整備事業費補助金（畑 名・水田畦畔 名）

 林林業業費費

①① 林林業業総総務務費費

人件費及び物件費等の経費で、 千円を支出した。

②② 林林業業振振興興費費

主な事業は次のとおりである。

ウッドスタート事業委託料 千円

ふるさとの森林づくり事業委託料

Ｊクレジット創出・活用支援事業委託料

広域連携ＳＤＧｓ未来都市事業負担金（鹿島市）

民有林林業振興事業費等補助金（森林組合）

国土保全森林整備事業費補助金（森林組合）

佐賀県県産木材供給体制整備事業費補助金（森林組合）

森林整備担い手育成基金助成事業費補助金（森林組合）

③③ 林林業業総総合合セセンンタターー管管理理費費

施設の維持管理の経費 千円を支出した。

④④ 林林道道費費

林道の経常的経費のほか、主な事業は次のとおりである。

林道維持管理委託料（ 件 雑草木払い 路線 ） 千円

林道等堆積土除去・清掃事業委託料

重機借上料（ 件 作業道高野線改良整備等）

林道整備事業

工事明細 （単位：千円）

工 事 名 工 事 内 容 金 額

林道座木線路肩補修工事

延長

型擁壁

ｺﾝｸﾘｰﾄ舗装工 ㎥

林道多良岳横断線舗装補修工事
ｵｰﾊﾞｰﾚｲ工 ㎡

ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装工 ㎡

林道山茶花線舗装補修工事 ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装工 ㎡
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原材料支給（ 件 作業道高野線改良整備） 千円

なお、林道等の状況は、 路線、延長 ｍ、舗装率 ％である。

⑤⑤ 健健康康のの森森整整備備費費

主な事業は次のとおりである。

健康の森公園指定管理委託料 千円

健康の森公園植栽樹木伐採業務委託料

⑥⑥ 鳥鳥獣獣保保護護対対策策費費

鳥獣保護対策に要する経費 千円を支出した。

⑦⑦ 町町有有林林管管理理費費

主な事業は次のとおりである。

町有林巡視委託料 千円

防火線整備委託料

森林環境保全直接支援事業委託料

除伐 件・間伐 件・枝打ち 件

多良岳 年の森整備事業委託料

官行造林購入費

町有林の現状

平成 年度から一般会計に移行した町有林の運営は、山林資源の育成と保護に努

め、多良岳材のブランド化を目指しその促進を図った。

町有林の現状は、スギ・ヒノキ等の人工林が ％を占めており、そのうち、直

営林では 年生以上の主伐対象林分が ％ となっている。

しかし、木材価格は、近年一時的な値上がりがあったものの、現在では下落を始

めており依然として低迷したままである。そのため、主伐期を迎えたものの、主伐

を行わず間伐を繰り返す長伐期施業体系へと移行している。また、令和 年度より

町有林活用の新たな取組として、国内における温室効果ガスの排出削減・吸収量認

証制度である「 －クレジット」制度に基づくクレジットの認証と発行・販売に向け

た「太良町町有林Ｊ－クレジット創出・活用事業」を開始した。

基幹水利施設等緊急補修事業費補助金 千円

（北多良土地改良区 ・大浦地区土地改良区 ）

農地基盤整備事業費補助金（畑 名・水田畦畔 名）

 林林業業費費

①① 林林業業総総務務費費

人件費及び物件費等の経費で、 千円を支出した。

②② 林林業業振振興興費費

主な事業は次のとおりである。

ウッドスタート事業委託料 千円

ふるさとの森林づくり事業委託料

Ｊクレジット創出・活用支援事業委託料

広域連携ＳＤＧｓ未来都市事業負担金（鹿島市）

民有林林業振興事業費等補助金（森林組合）

国土保全森林整備事業費補助金（森林組合）

佐賀県県産木材供給体制整備事業費補助金（森林組合）

森林整備担い手育成基金助成事業費補助金（森林組合）

③③ 林林業業総総合合セセンンタターー管管理理費費

施設の維持管理の経費 千円を支出した。

④④ 林林道道費費

林道の経常的経費のほか、主な事業は次のとおりである。

林道維持管理委託料（ 件 雑草木払い 路線 ） 千円

林道等堆積土除去・清掃事業委託料

重機借上料（ 件 作業道高野線改良整備等）

林道整備事業

工事明細 （単位：千円）

工 事 名 工 事 内 容 金 額

林道座木線路肩補修工事

延長

型擁壁

ｺﾝｸﾘｰﾄ舗装工 ㎥

林道多良岳横断線舗装補修工事
ｵｰﾊﾞｰﾚｲ工 ㎡

ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装工 ㎡

林道山茶花線舗装補修工事 ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装工 ㎡
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町有林の概要

・ 太良町の総面積

・ 森 林 面 積 （太良町総面積の ％）

・ 町 有 林 面 積 （森林面積の ％）

直 営 林

官行造林

県 森 連

森林組合

公団造林

県行造林

天 然 林

町有林の実態 単位

区分 ～ 年 ～ ～ ～ 年以上 計

直営林

分収造林

官行造林

人工林計

天然林

計

 水水産産業業費費

①① 水水産産業業総総務務費費

主な経費は、次のとおりである。

水産多面的機能発揮対策事業費補助金 千円

漁業推進対策事業費補助金

親元就漁給付金

漁業従事者事業継続支援給付金

漁業継続対策補助金

漁業集落排水事業会計繰出金（収益勘定）

漁業集落排水事業会計繰出金（資本勘定）

②② 漁漁港港建建設設費費

漁港施設の整備に関する経費で、主な事業は次のとおりである。

底質土調査業務委託料 千円

重機借上料（多良漁港、糸岐漁港、野崎漁港、道越漁港）
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工事請負費（単独）

内訳 漁港小規模事業（野崎漁港浚渫工事） 千円

漁港建設事業（破瀬ノ浦漁港野積場側溝新設工事）

工事明細 （単位：千円）

工 事 名 工 事 内 容 金 額

野崎漁港浚渫工事 泊地浚渫 Ｖ＝ ㎥

破瀬ノ浦漁港野積場側溝新設工事 直壁型側溝 Ｌ＝ ｍ

漁港施設管理状況 （単位：ｍ）

区

分
種 別

第 種 第 種
計

多 良 糸 岐 破瀬ノ浦 野 崎 道 越

外

郭

施

設

防 波 堤

護 岸

防砂堤等

計

係

留

施

設

船 揚 場

物 揚 場

係船護岸

物揚護岸

計

合 計

７７ 商商工工費費

予算現額 千円、支出済額 千円、歳出総額の ％、前年度に対し

千円の減（伸率△ ％）であった。減少した主な理由は、中山キャンプ場改修

工事や漁師の館解体工事の皆減によるものである。

 商商工工費費

①① 商商工工総総務務費費

佐賀県南西部消費者行政連携協議会負担金 千円

中小企業資金貸付保証料補給補助金（県信用保証協会）

中小企業融資預託貸付金（佐賀西信用組合、佐賀銀行）

町有林の概要

・ 太良町の総面積

・ 森 林 面 積 （太良町総面積の ％）

・ 町 有 林 面 積 （森林面積の ％）

直 営 林

官行造林

県 森 連

森林組合

公団造林

県行造林

天 然 林

町有林の実態 単位

区分 ～ 年 ～ ～ ～ 年以上 計

直営林

分収造林

官行造林

人工林計

天然林

計

 水水産産業業費費

①① 水水産産業業総総務務費費

主な経費は、次のとおりである。

水産多面的機能発揮対策事業費補助金 千円

漁業推進対策事業費補助金

親元就漁給付金

漁業従事者事業継続支援給付金

漁業継続対策補助金

漁業集落排水事業会計繰出金（収益勘定）

漁業集落排水事業会計繰出金（資本勘定）

②② 漁漁港港建建設設費費

漁港施設の整備に関する経費で、主な事業は次のとおりである。

底質土調査業務委託料 千円

重機借上料（多良漁港、糸岐漁港、野崎漁港、道越漁港）
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②② 商商工工業業振振興興費費

商工業振興補助金 千円

地域共通商品券給付事業（物価高騰対応重点支援事業）

うち 消耗品費 千円

うち 印刷製本費

地域共通商品券給付事業（物価高騰対応重点支援事業･繰越明許）

うち 換金等業務委託料 千円

③③ 観観光光費費

佐賀県関係人口創出チャレンジ事業負担金 千円

観光振興補助金

納涼夏まつり補助金

観光客誘客事業補助金

竹崎城址展望台公園イベント補助金

街道がつなぐ多良岳広域観光地域づくり事業費補助金

地方創生に向けて“がんばる地域”応援事業補助金

観光パンフレット「太良町 」修正印刷 日本語 部

広告料（太良町新聞広報事業）

太良町スタンプラリー委託料

白浜海水浴場管理費 ＜経費総額＞

うち 管理委託料 千円

うち 監視員報償金

中山キャンプ場管理費 ＜経費総額＞

うち 指定管理委託料 千円

赤松橋公園管理費 ＜経費総額＞

うち 管理委託料 千円

うち 赤松橋公園公衆便所解体工事

工事明細 （単位：千円）

工 事 名 工 事 内 容 金 額

赤松橋公園公衆便所解体工事
公衆便所解体 一式

水車解体 一式

竹崎城址展望台管理費 ＜経費総額＞ 千円

うち 指定管理委託料 千円

うち 竹崎城址展望台公園東屋改修工事
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工事明細 （単位：千円）

工 事 名 工 事 内 容 金 額

竹崎城址展望台公園東屋改修工事

仮設工事 一式

解体工事 一式

鉄骨工事 一式

防水工事 一式

塗装工事 一式

道の駅管理費 ＜経費総額＞ 千円

うち 観光案内所指定管理委託料 千円

うち 道の駅太良維持管理委託料

施設利用状況 （単位：人）

平成

年度

令和２

年度

令和３

年度

令和４

年度

令和５

年度

令和６

年度

白浜海水浴場 ―

中山キャンプ場 ― ―

竹崎城址展望台

たらふく館

漁師の館 ― ― ―

観光案内所

特産品等振興施設 ―

８８ 土土木木費費

予算現額 千円、支出済額 千円で、歳出総額の ％を占め、前年度

に対し 千円の増（伸率 ％）であった。増加した主な理由は、大規模盛土造

成地変動予測調査委託料の皆増や橋梁維持補修事業の増加によるものである。

 土土木木管管理理費費

人件費及び負担金等の経費で、 千円を支出した。

①① 土土木木総総務務費費

大規模盛土造成地変動予測調査委託料 千円

 道道路路橋橋梁梁費費

①① 道道路路橋橋梁梁総総務務費費

ドライバー休憩所維持管理委託料 千円

町道確定測量委託料

②② 商商工工業業振振興興費費

商工業振興補助金 千円

地域共通商品券給付事業（物価高騰対応重点支援事業）

うち 消耗品費 千円

うち 印刷製本費

地域共通商品券給付事業（物価高騰対応重点支援事業･繰越明許）

うち 換金等業務委託料 千円

③③ 観観光光費費

佐賀県関係人口創出チャレンジ事業負担金 千円

観光振興補助金

納涼夏まつり補助金

観光客誘客事業補助金

竹崎城址展望台公園イベント補助金

街道がつなぐ多良岳広域観光地域づくり事業費補助金

地方創生に向けて“がんばる地域”応援事業補助金

観光パンフレット「太良町 」修正印刷 日本語 部

広告料（太良町新聞広報事業）

太良町スタンプラリー委託料

白浜海水浴場管理費 ＜経費総額＞

うち 管理委託料 千円

うち 監視員報償金

中山キャンプ場管理費 ＜経費総額＞

うち 指定管理委託料 千円

赤松橋公園管理費 ＜経費総額＞

うち 管理委託料 千円

うち 赤松橋公園公衆便所解体工事

工事明細 （単位：千円）

工 事 名 工 事 内 容 金 額

赤松橋公園公衆便所解体工事
公衆便所解体 一式

水車解体 一式

竹崎城址展望台管理費 ＜経費総額＞ 千円

うち 指定管理委託料 千円

うち 竹崎城址展望台公園東屋改修工事
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②② 道道路路維維持持費費

町道法面伐採及び路肩清掃委託料（立木伐採） 千円

町道愛路日委託料（ 行政区）

橋梁定期点検委託料

橋梁調査設計委託料［繰越明許］

町道の補修等

工事請負費（補助）

内訳 橋梁維持補修事業 千円

工事明細 （単位：千円）

工 事 名 工事内容 金 額 
豊足橋架替工事（前払金） 橋梁架替 橋

城平橋補修工事 橋梁補修 橋

井手川内橋架替工事（前払金） 橋梁架替 橋

工事請負費（補助）［繰越明許］

内訳 橋梁維持補修事業 千円

工事明細 （単位：千円）

工 事 名 工事内容 金 額

豊足橋架替工事［繰越明許］ 橋梁補修 橋

工事請負費（単独）

内訳 町道維持補修事業（町道白浜線道路維持工事他） 千円

町道舗装補修事業（町道広江・中畑線道路舗装工事他）

重機借上料 江岡・矢答線他 件

原材料支給 町道亀崎破瀬ノ浦線他 件

負担金 友尻橋橋梁補修設計業務（諫早市 ）
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③③ 道道路路新新設設改改良良費費

橋梁設計委託料 千円

町道新設改良事業（単独）

工事明細 （単位：千円）

工 事 名 路 線 名 及 び 事 業 量
事 業 費

区分 金額

町道改良工事 町道間石岳線 他 路線 Ｌ＝ ｍ

本工事費

土地購入費

補償金

計

町道舗装工事 町道白浜線 他 路線 Ｌ＝ ｍ 本工事費

辺地対策事業 千円

工事明細 （単位：千円）

工 事 名 路 線 名 及 び 事 業 量
事 業 費

区分 金額

町道蕪田中尾線

道路改良工事
町道蕪田中尾線 Ｌ＝ ｍ

本工事費

補償金

計

町道の現況

実延長 ｍ、舗装済延長 ｍ、改良済延長 ｍ

舗装率 ％、改良率 ％

 河河川川費費

①① 河河川川総総務務費費

河川補修事業 千円

工事明細 （単位：千円）

工 事 名 工 事 内 容 金 額

小谷川護岸補修工事 他 箇所
Ｌ＝ ｍ

練ブロック積 ㎡他

 住住宅宅費費

①① 住住宅宅管管理理費費

町営住宅管理の主な経費は、次のとおりである。

町営住宅補修費（退去時修繕他） 千円

町営住宅維持管理委託料（浄化槽維持管理 箇所）

②② 道道路路維維持持費費

町道法面伐採及び路肩清掃委託料（立木伐採） 千円

町道愛路日委託料（ 行政区）

橋梁定期点検委託料

橋梁調査設計委託料［繰越明許］

町道の補修等

工事請負費（補助）

内訳 橋梁維持補修事業 千円

工事明細 （単位：千円）

工 事 名 工事内容 金 額 
豊足橋架替工事（前払金） 橋梁架替 橋

城平橋補修工事 橋梁補修 橋

井手川内橋架替工事（前払金） 橋梁架替 橋

工事請負費（補助）［繰越明許］

内訳 橋梁維持補修事業 千円

工事明細 （単位：千円）

工 事 名 工事内容 金 額

豊足橋架替工事［繰越明許］ 橋梁補修 橋

工事請負費（単独）

内訳 町道維持補修事業（町道白浜線道路維持工事他） 千円

町道舗装補修事業（町道広江・中畑線道路舗装工事他）

重機借上料 江岡・矢答線他 件

原材料支給 町道亀崎破瀬ノ浦線他 件

負担金 友尻橋橋梁補修設計業務（諫早市 ）
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畑田定住促進住宅指定管理委託料 千円

畑田定住促進住宅購入費

町営住宅管理状況 （単位：戸）

種 別
戸

数

内 訳 入居戸数

令和６年度末木造 中層耐火

一般公営住宅

特定公共賃貸住宅

地域優良賃貸住宅

計

９９ 消消防防費費

予算現額 千円、支出済額 千円で、歳出総額の ％を占め、前年度に

対し 千円の増（伸率 ％）であった。

増加した主な理由は、佐賀県消防操法大会等に係る訓練手当及び佐賀県防災行政通信

ネットワーク整備負担金等の皆増によるものである

 消消防防費費

①① 常常備備消消防防費費

杵藤地区広域市町村圏組合負担金（消防費） 千円

②② 非非常常備備消消防防費費

消防施設整備費及び消防関係負担金等の経常経費で、主な事業は次のとおりである。

消防団員退職報償、功労金（ 人） 千円

消防団員公務災害補償組合負担金

消防団員福祉共済負担金

消防団員退職報償金掛金

備品購入費（発電機他）

消防団活動状況 （単位：人）

区 分 行 事 名 実 施 月 日 参加人員 備 考

式 典

入退団式

夏季点検

出 初 式

訓 練 
全団員訓練 ※雨天実施

ラッパ訓練 定期・特別 定期及び特別訓練
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訓 練

分団訓練 夏季・年末 外 各分団で実施

中継送水訓練 外 各分団で実施

佐賀県消防操法

大会訓練
～

杵藤地区合同ﾗｯﾊﾟ

吹奏指導会、訓練
～ 嬉野市開催

大 会
佐賀県消防操法

大会
佐賀県消防学校開催

講習会 普通救命講習会 外 多良・大浦で２回実施

防火活動
防火パレード

年末警戒 ～

＊ 会議等では消防団幹部会・役員会を開催（各 回）したほか、太良町議会との意見交

換会等に参加した。また、全国一斉火災予防運動等の広報パレード及び 月 日～ 日

の年末警戒出動により火災予防に努めた。

令和６年度火災発生状況

車両火災 ２件

その他火災 ２件

③③ 消消防防施施設設費費

消防施設整備に要した経費で、主なものは次のとおりである。

消火栓新設等工事（ 件） 千円

工事明細 （単位：千円）

工 事 名 工 事 内 容 金 額

栄町地区消火栓移設・撤去工事 移設・撤去 各 カ所 １基

小田地区消火栓新設工事 新設 カ所 １基

早垣地区・杉谷地区消火栓取替工事 取替 カ所 ２基

消火栓新設等用原材料費（消火栓、ホース格納箱他） 千円

消防施設等整備状況

消防ポンプ自動車 台

積載車 台

小型動力ポンプ 台

防火水槽 基

消火栓 基

畑田定住促進住宅指定管理委託料 千円

畑田定住促進住宅購入費

町営住宅管理状況 （単位：戸）

種 別
戸

数

内 訳 入居戸数

令和６年度末木造 中層耐火

一般公営住宅

特定公共賃貸住宅

地域優良賃貸住宅

計

９９ 消消防防費費

予算現額 千円、支出済額 千円で、歳出総額の ％を占め、前年度に

対し 千円の増（伸率 ％）であった。

増加した主な理由は、佐賀県消防操法大会等に係る訓練手当及び佐賀県防災行政通信

ネットワーク整備負担金等の皆増によるものである

 消消防防費費

①① 常常備備消消防防費費

杵藤地区広域市町村圏組合負担金（消防費） 千円

②② 非非常常備備消消防防費費

消防施設整備費及び消防関係負担金等の経常経費で、主な事業は次のとおりである。

消防団員退職報償、功労金（ 人） 千円

消防団員公務災害補償組合負担金

消防団員福祉共済負担金

消防団員退職報償金掛金

備品購入費（発電機他）

消防団活動状況 （単位：人）

区 分 行 事 名 実 施 月 日 参加人員 備 考

式 典

入退団式

夏季点検

出 初 式

訓 練 
全団員訓練 ※雨天実施

ラッパ訓練 定期・特別 定期及び特別訓練
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④④ 防防災災費費

防災業務に要した経費で、主なものは次のとおりである。

気象観測装置等修繕料 千円

全国町村会災害対策費用保険料分担金

防災設備保守等委託料＜総額＞

うち 防災行政無線設備保守委託料 千円

うち Ｊ－ＡＬＥＲＴ設備保守業務委託料

うち ウェザーステーション保守点検業務委託料

うち その他委託料

備品購入費（雨量観測システム）

佐賀県防災行政通信ネットワーク運用管理負担金

佐賀県防災行政通信ネットワーク整備工事負担金

佐賀県防災航空隊負担金

教教育育費費

予算現額 千円、支出済額 千円で、歳出総額の ％を占め、前年度

に対し 千円の増（伸率 ％）であった。増加した主な理由は、大浦公民館外壁

改修工事の皆増によるものである。

 教教育育総総務務費費

教育委員会 回、小中学校校長会 回、その他教育関係諸会議等を開催し、学校教

育行政の円滑な運営の協議等を行った。

重点施策として、学校施設の改修事業、ＩＣＴ支援員の配置、特別支援教育の推進、

いじめ対策や不登校対応、１人１台タブレットの更新に向けた各種計画の策定などに取

り組んだ。

①① 事事務務局局費費

教育行政事務に要する人件費、補助費及び委託料等の経費である。

心の教室相談員報酬（会計年度任用職員 人） 千円

学校地域連携コーディネーター報酬（会計年度任用職員 人）

教育支援センター指導員報酬（会計年度任用職員 人）

学校ＩＣＴ支援員等配置事業委託料（ 人）

特別支援学校就学補助金（ 人）

高校生就学支援金

ＡＬＴ住宅解体工事
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工事明細 （単位：千円） 
工 事 名 工 事 内 容 金 額

ＡＬＴ住宅解体工事 住宅解体

②② 育育英英資資金金費費

令和６年度貸付状況 （単位：人、千円）

区 分
貸 付 人 員

貸 付 額 備 考
新 規 継 続

大 学

高 校

合 計

令和６年度育英基金運用状況 （単位：千円）

区 分
令和５年度末

現 在 高

令和６年度中 令和６年度末

現 在 高増 減

貸 付

現 金

計

小中学校学級編制状況〔令和 年 月 日 学校基本調査〕 単位：級数、人）

小 学 校 中 学 校 計

学級数 児 童 教職員 学級数 生徒 教職員 学級数
児童・

生徒
教 職 員

 小小学学校校費費

小学校の学習面において、アシスタントティーチャー、特別支援教育支援員を継続して

配置し、学習環境の向上を目指すとともに、障がいのある児童の自立のための学習環境の

支援を行った。また、小学校入学時の保護者の経済的負担軽減を図るため、入学祝金を支

給した。 

①① 学学校校管管理理費費

小学校教育に要する管理運営費としての経常的な物件費や維持補修費、施設改修の

ための工事請負費等である。

④④ 防防災災費費

防災業務に要した経費で、主なものは次のとおりである。

気象観測装置等修繕料 千円

全国町村会災害対策費用保険料分担金

防災設備保守等委託料＜総額＞

うち 防災行政無線設備保守委託料 千円

うち Ｊ－ＡＬＥＲＴ設備保守業務委託料

うち ウェザーステーション保守点検業務委託料

うち その他委託料

備品購入費（雨量観測システム）

佐賀県防災行政通信ネットワーク運用管理負担金

佐賀県防災行政通信ネットワーク整備工事負担金

佐賀県防災航空隊負担金

教教育育費費

予算現額 千円、支出済額 千円で、歳出総額の ％を占め、前年度

に対し 千円の増（伸率 ％）であった。増加した主な理由は、大浦公民館外壁

改修工事の皆増によるものである。

 教教育育総総務務費費

教育委員会 回、小中学校校長会 回、その他教育関係諸会議等を開催し、学校教

育行政の円滑な運営の協議等を行った。

重点施策として、学校施設の改修事業、ＩＣＴ支援員の配置、特別支援教育の推進、

いじめ対策や不登校対応、１人１台タブレットの更新に向けた各種計画の策定などに取

り組んだ。

①① 事事務務局局費費

教育行政事務に要する人件費、補助費及び委託料等の経費である。

心の教室相談員報酬（会計年度任用職員 人） 千円

学校地域連携コーディネーター報酬（会計年度任用職員 人）

教育支援センター指導員報酬（会計年度任用職員 人）

学校ＩＣＴ支援員等配置事業委託料（ 人）

特別支援学校就学補助金（ 人）

高校生就学支援金

ＡＬＴ住宅解体工事
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特別支援教育支援員報酬（会計年度任用職員 人） 千円

アシスタントティーチャー報酬（会計年度任用職員 人）

学校施設補修費・修繕料

小学校浄化槽清掃及び維持管理委託料

機械警備委託料

小学校屋内・屋外運動場利用管理委託料

学校施設整備改修事業

工事明細    （単位：千円） 
工 事 名 工 事 内 容 金 額

大浦小学校屋内運動場

天井鉄骨塗装改修工事
天井鉄骨塗装 ㎡

多良小学校

普通教室棟・屋内運動場

防水改修工事

普通教室棟 防水工 ㎡

屋内運動場 防水工 ㎡

笠木等補修 ｍ

②② 教教育育振振興興費費

小学校教育の振興を図るために要する経費である。

スクールカウンセラー謝金（ 人） 千円

パソコン・サーバリース料（ 年リース）

うち 校務用パソコン・サーバ 千円

（令和元年 月～令和 年 月）

うち 校務用パソコン

（令和 年 月 ～ 令和 年 月）

うち 校務用ソフトウェア

（令和 年 月～令和 年 月）

うち 校務用サーバ

（令和 年 月～令和 年 月）

うち 学習用サーバ

（令和 年 月～令和 年 月）

入学祝金（ 人）

 中中学学校校費費

中学校の学習面において、アシスタントティーチャー、特別支援教育支援員を継続して

配置し、学習環境の向上を目指すとともに、障がいのある生徒の自立のための学習環境の

支援を行った。また、中学校卒業時に、高校の入学に係る保護者の経済的負担の軽減を図

るため、卒業祝金を支給した。 
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①① 学学校校管管理理費費

中学校教育に要する管理運営費としての経常的な物件費や維持補修費、施設改修の

ための工事請負費等である。

特別支援教育支援員報酬（会計年度任用職員 人） 千円

アシスタントティーチャー報酬（会計年度任用職員 人）

部活動外部指導者謝金（ 人）

部活動指導員報償金（ 人）

機械警備委託料

中学校浄化槽清掃及び維持管理委託料

学校施設整備事業  
工事明細 （単位：千円） 

工 事 名 工 事 内 容 金 額 
大浦中学校

テニスコート舗装工事
コンクリート舗装 ｍ

②② 教教育育振振興興費費

中学校教育の振興を図るために要する経費である。

パソコン・サーバリース料（ 年リース） 千円

うち 校務用パソコン・サーバ 千円

（令和元年 月～令和 年 月）

うち 校務用パソコン・サーバ

（令和 年 月 ～ 令和 年 月）

うち 校務用ソフトウェア

（令和 年 月 ～ 令和 年 月）

うち 学習用サーバ

（令和 年 月～令和 年 月）

うち サーバ用 不正接続防止機器

（令和 年 月～令和 年 月）

九州・全国大会出場補助金

卒業祝金（ 人）

 社社会会教教育育費費

社会教育の推進については、多様化する現代社会において、町民の学習ニーズに対応す

るため、各種教室や事業を展開し、町民の要望に応えるよう努めた。また、公民館及び社

会教育事業を円滑に行うため、公民館運営審議会及び社会教育委員会を 回開催した。

特別支援教育支援員報酬（会計年度任用職員 人） 千円

アシスタントティーチャー報酬（会計年度任用職員 人）

学校施設補修費・修繕料

小学校浄化槽清掃及び維持管理委託料

機械警備委託料

小学校屋内・屋外運動場利用管理委託料

学校施設整備改修事業

工事明細    （単位：千円） 
工 事 名 工 事 内 容 金 額

大浦小学校屋内運動場

天井鉄骨塗装改修工事
天井鉄骨塗装 ㎡

多良小学校

普通教室棟・屋内運動場

防水改修工事

普通教室棟 防水工 ㎡

屋内運動場 防水工 ㎡

笠木等補修 ｍ

②② 教教育育振振興興費費

小学校教育の振興を図るために要する経費である。

スクールカウンセラー謝金（ 人） 千円

パソコン・サーバリース料（ 年リース）

うち 校務用パソコン・サーバ 千円

（令和元年 月～令和 年 月）

うち 校務用パソコン

（令和 年 月 ～ 令和 年 月）

うち 校務用ソフトウェア

（令和 年 月～令和 年 月）

うち 校務用サーバ

（令和 年 月～令和 年 月）

うち 学習用サーバ

（令和 年 月～令和 年 月）

入学祝金（ 人）

 中中学学校校費費

中学校の学習面において、アシスタントティーチャー、特別支援教育支援員を継続して

配置し、学習環境の向上を目指すとともに、障がいのある生徒の自立のための学習環境の

支援を行った。また、中学校卒業時に、高校の入学に係る保護者の経済的負担の軽減を図

るため、卒業祝金を支給した。 
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情報化社会に対応するため、初級者を対象としたパソコン教室を 講座（ 日間）と

スマートフォン教室を 日間開催し、情報技術の習得と普及推進に努めた。

地域住民の協力を得て、子どもたちが安全で安心できる居場所を確保し、体験活動や触

れ合いを通して心豊かで健やかな成長を支援する放課後子供教室を開催した。また、昨年

度に引き続き木育キャラバンを開催した。

施設管理面として、大浦公民館の外壁改修工事を実施し、施設の整備を進めた。

青少年、成人教育 （単位：人）

事 業 名 実施期日 事 業 内 容 参加者

家庭教育学級

園児の保護者に家庭教育学級講座

大浦ふたばこども園

松濤保育園

幼児水泳教室
～

町内幼・保育園の年長児を対象 延べ

木育キャラバン
福岡おもちゃ美術館から約 種

類の木製玩具が勢揃い

クリスマスフェスタ
しめ縄・クリスマスリースづくり

人形劇・映画会・抽選会
延べ

放課後子供教室

（きらり）

月

～ 月

多良・大浦教室

昔遊び・おやつ作りほか
延べ

サマースクール
～

夏休みの子どもの居場所づくり

体験活動（キャンプ・カヌーほか）
延べ

子どもクラブスポーツ

大会（町内大会）
ドッヂビー（男女混成）

通学合宿
～

小学 年～ 年（ 泊 日） 延べ

小学生リーダー研修
次年度 ・ 年生になる児童を対象

にリーダー養成研修 泊 日
延べ

二十歳のつどい
式典

観賞 キャンパスメモリー

パソコン教室
～

講座（ 日間）

ワード・エクセル
延べ

スマートフォン教室
～

日間

ｽﾏﾎの基本操作・各種ｱﾌﾟﾘ利用等
延べ
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経常的な人件費、物件費のほか、主な経費は次のとおりである。

①① 青青少少年年育育成成費費

木育キャラバン開催業務委託料 千円

青少年育成町民会議補助金

②② 公公民民館館費費

維持管理委託料 千円

うち 中央公民館等空調機保守点検業務 千円

うち 消防設備等保守点検業務

大浦公民館施設整備事業

工事明細 （単位：千円）

工 事 名 工 事 内 容 金 額

大浦公民館外壁改修工事 屋上・外壁防水改修

③③ 自自然然休休養養村村管管理理セセンンタターー費費

指定管理委託料 千円

自然休養村管理センター施設整備事業

工事明細 （単位：千円）

工 事 名 工 事 内 容 金 額

自然休養村管理センター 階トイレブー

ス改修工事
トイレブース取替

 
④④ 文文化化財財保保護護費費

歴史民俗資料館の管理運営及び文化財の保護等に要する経費である。

民芸保存会育成補助金 千円

文化連盟活動費補助金

歴史民俗資料館利用状況 単位：人）

入 館 者 数

内 訳

町 内
町 外

う ち 県 外

情報化社会に対応するため、初級者を対象としたパソコン教室を 講座（ 日間）と

スマートフォン教室を 日間開催し、情報技術の習得と普及推進に努めた。

地域住民の協力を得て、子どもたちが安全で安心できる居場所を確保し、体験活動や触

れ合いを通して心豊かで健やかな成長を支援する放課後子供教室を開催した。また、昨年

度に引き続き木育キャラバンを開催した。

施設管理面として、大浦公民館の外壁改修工事を実施し、施設の整備を進めた。

青少年、成人教育 （単位：人）

事 業 名 実施期日 事 業 内 容 参加者

家庭教育学級

園児の保護者に家庭教育学級講座

大浦ふたばこども園

松濤保育園

幼児水泳教室
～

町内幼・保育園の年長児を対象 延べ

木育キャラバン
福岡おもちゃ美術館から約 種

類の木製玩具が勢揃い

クリスマスフェスタ
しめ縄・クリスマスリースづくり

人形劇・映画会・抽選会
延べ

放課後子供教室

（きらり）

月

～ 月

多良・大浦教室

昔遊び・おやつ作りほか
延べ

サマースクール
～

夏休みの子どもの居場所づくり

体験活動（キャンプ・カヌーほか）
延べ

子どもクラブスポーツ

大会（町内大会）
ドッヂビー（男女混成）

通学合宿
～

小学 年～ 年（ 泊 日） 延べ

小学生リーダー研修
次年度 ・ 年生になる児童を対象

にリーダー養成研修 泊 日
延べ

二十歳のつどい
式典

観賞 キャンパスメモリー

パソコン教室
～

講座（ 日間）

ワード・エクセル
延べ

スマートフォン教室
～

日間

ｽﾏﾎの基本操作・各種ｱﾌﾟﾘ利用等
延べ
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⑤⑤ 図図書書館館費費

地域の情報発信の拠点、学びの拠点としての機能を充実させるため、保育園などへ

の移動図書館など図書館へ来館できない方々へのサービスの拡充や、外部活動の展開

を行った。また、年間を通してお話し会や郷土資料の展示を行い、来館の機会を増や

すとともに、来館者同士が交流できる場としての図書館づくりに努めた。

図書館改修工事設計業務委託料 千円

図書館システム共同調達費 保守業務委託料

図書館システム共同調達費 リース料

令和 年 月 ～ 令和 年 月（図書館システム一式）

図書購入費（ 冊）

図書館利用状況（大浦公民館図書室分も含む）

令和６年度末蔵書数 館外貸出冊数 来館者数 貸出者数 登録者数 

冊 冊 延 人 延 人 人

 
大橋記念図書館活動状況 （単位：人） 
事 業 名 実施期日 参加者 備 考 

移動図書館
年 回

（隔週）

延べ ・保育園等４園を定期的に巡回して絵本の貸出

（隔週：水、木、金）

図書館見学会 年 回

・町内保育園の園児を招待（ 園）

（大型絵本の読み聞かせ、館内見学、人形劇など）

・小学校から校外学習として 年生が訪問

（図書館の仕事内容等を学習）

読書感想文書き

方教室

月 日

～ 日

夏休みの児童・生徒の図書館利用を促進するため、

４日間実施。

本のリサイクル

フェア
年１回  図書館で保存期間が過ぎた雑誌等を希望者に配布 

おはなし会 年 回
延べ

・毎月最終土曜日 大橋記念図書館

・ カ月に 回（第 土曜日 大浦公民館）

・ボランティアグループの協力を得て、絵本の読み

聞かせなどを実施

町内小中学校で

の本の読みきか

せ活動

年 回

町内小中学校ＰＴＡと合同での朝の本の読み聞か

せ活動

（多良小 回、大浦小 回、多良中 回）
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 保保健健体体育育費費

町民が気軽にスポーツ・レクリエーションに親しめるよう、施設の整備を進めるととも

に、各種教室やスポーツ大会の開催に努めた。総合型地域スポーツクラブでは、３Ｂ体操

教室、スポーツ吹矢教室及びＺＵＭＢＡクラス等を実施し、町民へのスポーツの普及を図

った。スポーツに関する行事や事業活動の促進を目的として、スポーツ推進委員会を９回

開催した。

さらに、 月に開催されたＳＡＧＡ２０２４国スポ・全障スポ大会では競技役員、補

助員、ボランティアの皆さまのご協力により、大盛況の中、大会を成功裏に終えることが

出来た。

各種スポーツ大会及び教室 （単位：人）

事 業 名 開催期日 参加者 備 考

町民体育大会 － － 雨天中止

佐賀県さわやかスポーツ

レクリエーション祭

マリンスポーツ体験教室 ・ 月

学童駅伝大会
男子 チーム

女子 チーム

新春マラソン大会

町内駅伝大会 チーム

幼児フロアリズム運動体験教室 いふく保育園

ＳＡＧＡ２０２４国民スポーツ大

会ソフトボール競技（少年女子）
～

選手・監督、大会

関係者、観覧者

ＳＡＧＡ２０２４全国障害者スポ

ーツ大会ソフトボール競技（知的）
～

選手・監督、大会

関係者、観覧者

経常的な人件費、物件費のほか、主な経費は次のとおりである。

①① 保保健健体体育育総総務務費費

保健体育用備品（ ） 千円

＆ インストラクター講習会参加負担金

国民スポーツ大会・全国障害者スポーツ大会実行委員会負担金

スポーツ協会補助金

少年スポーツクラブ育成補助金

スポーツ・文化振興会補助金

⑤⑤ 図図書書館館費費

地域の情報発信の拠点、学びの拠点としての機能を充実させるため、保育園などへ

の移動図書館など図書館へ来館できない方々へのサービスの拡充や、外部活動の展開

を行った。また、年間を通してお話し会や郷土資料の展示を行い、来館の機会を増や

すとともに、来館者同士が交流できる場としての図書館づくりに努めた。

図書館改修工事設計業務委託料 千円

図書館システム共同調達費 保守業務委託料

図書館システム共同調達費 リース料

令和 年 月 ～ 令和 年 月（図書館システム一式）

図書購入費（ 冊）

図書館利用状況（大浦公民館図書室分も含む）

令和６年度末蔵書数 館外貸出冊数 来館者数 貸出者数 登録者数 

冊 冊 延 人 延 人 人

 
大橋記念図書館活動状況 （単位：人） 
事 業 名 実施期日 参加者 備 考 

移動図書館
年 回

（隔週）

延べ ・保育園等４園を定期的に巡回して絵本の貸出

（隔週：水、木、金）

図書館見学会 年 回

・町内保育園の園児を招待（ 園）

（大型絵本の読み聞かせ、館内見学、人形劇など）

・小学校から校外学習として 年生が訪問

（図書館の仕事内容等を学習）

読書感想文書き

方教室

月 日

～ 日

夏休みの児童・生徒の図書館利用を促進するため、

４日間実施。

本のリサイクル

フェア
年１回  図書館で保存期間が過ぎた雑誌等を希望者に配布 

おはなし会 年 回
延べ

・毎月最終土曜日 大橋記念図書館

・ カ月に 回（第 土曜日 大浦公民館）

・ボランティアグループの協力を得て、絵本の読み

聞かせなどを実施

町内小中学校で

の本の読みきか

せ活動

年 回

町内小中学校ＰＴＡと合同での朝の本の読み聞か

せ活動

（多良小 回、大浦小 回、多良中 回）
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②② 体体育育施施設設費費

体育施設用備品（救難艇） 千円

体育施設指定管理委託料

町営テニスコート改修事業

工事明細 （単位：千円）

工 事 名 工事内容 金 額

町営テニスコート改修工事 人工芝張り替え

Ｂ＆Ｇ海洋センター体育館屋根防水改修事業 千円

工事明細 （単位：千円）

工 事 名 工事内容 金 額

Ｂ＆Ｇ海洋センター体育館

屋根防水改修工事
防水シート張り替え

Ｂ＆Ｇ海洋センター艇庫鉄骨棚撤去改修事業 千円

工事明細 （単位：千円）

工 事 名 工事内容 金 額

Ｂ＆Ｇ海洋センター艇庫

救命胴衣・カヌー保管鉄骨棚撤去工事
鉄骨棚撤去

③③ 学学校校給給食食費費

学校給食は、適切な栄養の摂取による健康の保持増進、望ましい食習慣の形成、学

校生活を豊かにすることによる明るい社交性及び協同の精神の涵養などを目的とし

て実施している。特に、児童生徒が身体的にも精神的にも急速に成長する時期である

ため、栄養バランスがとれた給食の提供に努めている。

今年度も学校給食費の無料化を引き続き実施した。さらに、平成 年度から開始し

た地域の農産物等を活用する「たら産うまかもん給食支援事業」を継続し、 学期、

２学期、３学期に各１回実施した。

学校給食関係で経常的な人件費、物件費のほか、主な経費は次のとおりである。

水道料、電気料及び燃料用のプロパンガス等の施設経費 千円

給食センター維持管理委託料

学校給食費補助金

たら産うまかもん給食支援事業費補助金

災災害害復復旧旧費費

予算現額 千円、支出済額 千円で、歳出総額の ％を占め、前年度に

対し 千円の減（伸率△ ％）であった。減少した主な理由は、災害件数の減少

に伴う復旧工事等の減少によるものである。

 農農林林水水産産施施設設災災害害復復旧旧費費

①① 農農地地等等災災害害復復旧旧費費

重機借上料（土砂撤去等 箇所） 千円

農地等災害復旧事業（補助）

工事明細 （単位：千円）

工 事 名 工 事 内 容 金 額

年災 号

佐熊地区災害復旧工事

水路 ｍ

三面張水路工 ｍ

年災 号

破瀬ノ浦地区災害復旧工事

道路 ｍ

練ブロック積 ㎡

 公公共共土土木木施施設設災災害害復復旧旧費費

①① 道道路路橋橋梁梁等等災災害害復復旧旧費費

道路橋梁等災害調査設計委託料 千円

重機借上料

②② 漁漁港港施施設設災災害害復復旧旧費費

重機借上料（多良漁港、糸岐漁港） 千円

公公債債費費

予算現額 千円、支出済額 千円で、歳出総額の ％を占め、前年度

に対し 千円の減（伸率△ ％）であった。

長期債元金償還（経常的なもの） 千円

長期債利子償還（経常的なもの）

地方債現在高の状況 （単位：千円）

令和５年度末現在高 令和６年度借入額 令和６年度償還額 令和６年度末現在高
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②② 体体育育施施設設費費

体育施設用備品（救難艇） 千円

体育施設指定管理委託料

町営テニスコート改修事業

工事明細 （単位：千円）

工 事 名 工事内容 金 額

町営テニスコート改修工事 人工芝張り替え

Ｂ＆Ｇ海洋センター体育館屋根防水改修事業 千円

工事明細 （単位：千円）

工 事 名 工事内容 金 額

Ｂ＆Ｇ海洋センター体育館

屋根防水改修工事
防水シート張り替え

Ｂ＆Ｇ海洋センター艇庫鉄骨棚撤去改修事業 千円

工事明細 （単位：千円）

工 事 名 工事内容 金 額

Ｂ＆Ｇ海洋センター艇庫

救命胴衣・カヌー保管鉄骨棚撤去工事
鉄骨棚撤去

③③ 学学校校給給食食費費

学校給食は、適切な栄養の摂取による健康の保持増進、望ましい食習慣の形成、学

校生活を豊かにすることによる明るい社交性及び協同の精神の涵養などを目的とし

て実施している。特に、児童生徒が身体的にも精神的にも急速に成長する時期である

ため、栄養バランスがとれた給食の提供に努めている。

今年度も学校給食費の無料化を引き続き実施した。さらに、平成 年度から開始し

た地域の農産物等を活用する「たら産うまかもん給食支援事業」を継続し、 学期、

２学期、３学期に各１回実施した。

学校給食関係で経常的な人件費、物件費のほか、主な経費は次のとおりである。

水道料、電気料及び燃料用のプロパンガス等の施設経費 千円

給食センター維持管理委託料

学校給食費補助金

たら産うまかもん給食支援事業費補助金

災災害害復復旧旧費費

予算現額 千円、支出済額 千円で、歳出総額の ％を占め、前年度に

対し 千円の減（伸率△ ％）であった。減少した主な理由は、災害件数の減少

に伴う復旧工事等の減少によるものである。

 農農林林水水産産施施設設災災害害復復旧旧費費

①① 農農地地等等災災害害復復旧旧費費

重機借上料（土砂撤去等 箇所） 千円

農地等災害復旧事業（補助）

工事明細 （単位：千円）

工 事 名 工 事 内 容 金 額

年災 号

佐熊地区災害復旧工事

水路 ｍ

三面張水路工 ｍ

年災 号

破瀬ノ浦地区災害復旧工事

道路 ｍ

練ブロック積 ㎡

 公公共共土土木木施施設設災災害害復復旧旧費費

①① 道道路路橋橋梁梁等等災災害害復復旧旧費費

道路橋梁等災害調査設計委託料 千円

重機借上料

②② 漁漁港港施施設設災災害害復復旧旧費費

重機借上料（多良漁港、糸岐漁港） 千円

公公債債費費

予算現額 千円、支出済額 千円で、歳出総額の ％を占め、前年度

に対し 千円の減（伸率△ ％）であった。

長期債元金償還（経常的なもの） 千円

長期債利子償還（経常的なもの）

地方債現在高の状況 （単位：千円）

令和５年度末現在高 令和６年度借入額 令和６年度償還額 令和６年度末現在高
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２２ 特特別別会会計計

特定な事業を行うため、一般会計と区別して経理を行っている特別会計は、次のとおり

である。

後期高齢者医療特別会計

国民健康保険特別会計

各会計にかかる説明は以下のとおりである。

  

（（１１））後後期期高高齢齢者者医医療療特特別別会会計計  
 
後期高齢者医療制度の基本的な対象者は 歳（ 歳の誕生日当日から資格を有する）

以上であるが、一定の障害【表 】を持たれる 歳以上の方々についても申請し佐賀県後

期高齢者医療広域連合の認定を受ければ加入することができる。

都道府県単位で設置されている後期高齢者医療広域連合が運営主体（保険者）となり、

被保険者資格の管理、保険料率等の決定・賦課、医療給付等の事務を行う。町の役割とし

ては、在住する被保険者から保険料を徴収し、各種申請や届出の受付、被保険者証の引き

渡し等の窓口業務を主とする。

なお、令和 年 月末現在の被保険者数は 人であり、詳細は【表 】のとおりと

なっている。

また、令和 年 月 日から、現役世代の負担を抑え、国民皆保険を未来につないでい

くため一定以上の所得がある方について医療費の窓口負担割合が 割となっている。

 
 
 
【表 1】障害の程度 
身体障害者手帳 級、 級、 級

級 音声機能、言語機能の著しい障害

両下肢のすべての指を欠くもの 
下肢を下腿の 分の 以上で欠くもの

下肢の機能の著しい障害

精神障害者保健福祉手帳 級、 級

療育手帳 Ａ（重度）

国民年金法等の障害年金 級、 級

公債費及び地方債現在高の推移は次のとおりである。

（単位：千円、％）

年度 公債費 地方債残高 実質公債費比率

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

令和２年度

令和３年度

令和４年度

令和５年度

令和６年度
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２２ 特特別別会会計計

特定な事業を行うため、一般会計と区別して経理を行っている特別会計は、次のとおり

である。

後期高齢者医療特別会計

国民健康保険特別会計

各会計にかかる説明は以下のとおりである。

  

（（１１））後後期期高高齢齢者者医医療療特特別別会会計計  
 
後期高齢者医療制度の基本的な対象者は 歳（ 歳の誕生日当日から資格を有する）

以上であるが、一定の障害【表 】を持たれる 歳以上の方々についても申請し佐賀県後

期高齢者医療広域連合の認定を受ければ加入することができる。

都道府県単位で設置されている後期高齢者医療広域連合が運営主体（保険者）となり、

被保険者資格の管理、保険料率等の決定・賦課、医療給付等の事務を行う。町の役割とし

ては、在住する被保険者から保険料を徴収し、各種申請や届出の受付、被保険者証の引き

渡し等の窓口業務を主とする。

なお、令和 年 月末現在の被保険者数は 人であり、詳細は【表 】のとおりと

なっている。

また、令和 年 月 日から、現役世代の負担を抑え、国民皆保険を未来につないでい

くため一定以上の所得がある方について医療費の窓口負担割合が 割となっている。

 
 
 
【表 1】障害の程度 
身体障害者手帳 級、 級、 級

級 音声機能、言語機能の著しい障害

両下肢のすべての指を欠くもの 
下肢を下腿の 分の 以上で欠くもの

下肢の機能の著しい障害

精神障害者保健福祉手帳 級、 級

療育手帳 Ａ（重度）

国民年金法等の障害年金 級、 級

公債費及び地方債現在高の推移は次のとおりである。

（単位：千円、％）

年度 公債費 地方債残高 実質公債費比率

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

令和２年度

令和３年度

令和４年度

令和５年度

令和６年度
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【表 2】被保険者の状況 
（単位：人） 

年 齢 階 層
被保険者

総 数

うち現役並み所得者 うち一般 うち低所得

割負担 割負担 割負担

Ⅲ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅰ

歳～ 歳

歳～ 歳

歳～ 歳

歳～ 歳

歳～ 歳

歳～ 歳

歳～ 歳

歳～

計

割合（％）

●自 己 負 担 割 合： 割 現役並み所得者Ⅲ、Ⅱ、Ⅰ

割 一般Ⅱ

割 一般Ⅰ、低所得者Ⅱ、Ⅰ

●所 得 区 分

・現役並み所得者Ⅲ：本人又は同一世帯の後期高齢被保険者の住民税課税所得が

万円以上の方

・現役並み所得者Ⅱ：本人又は同一世帯の後期高齢被保険者の住民税課税所得が

万円以上の方

・現役並み所得者Ⅰ：本人又は同一世帯の後期高齢被保険者の住民税課税所得が

万円以上の方

・一 般 Ⅱ：現役並み所得者Ⅲ・Ⅱ・Ⅰ以外の被保険者で

① 後期高齢被保険者が 人の世帯

住民税課税所得が 万円以上かつ年金収入＋その他の

合計所得額が 万円以上の方

② 後期高齢被保険者が複数の世帯

住民税課税所得が 万円以上かつ年金収入＋その他の

合計所得額が 万円以上の方

・一 般 Ⅰ：現役並み所得者Ⅲ・Ⅱ・Ⅰ、一般Ⅱ、低所得者Ⅱ・Ⅰ以外の方

・低 所 得 者 Ⅱ：世帯の全員が住民税非課税の方で、低所得者Ⅰ以外の方

・低 所 得 者 Ⅰ：世帯の全員が住民税非課税で、その世帯の各所得（年金の場合

は年金収入から 万円を差し引いた額。給与の場合は給与所得

から 万円を差し引いた額）の合計が 円となる方 

令和 年度の決算額は、次のとおりである。 
歳入総額 千円

歳出総額

差 引

１ 歳入について

予算現額 千円に対して、調定額 千円、収入額 千円となり、前

年度に対し、 千円の増（伸率 ％）であった。

主な歳入については、以下のとおりである。

後期高齢者医療保険料 
保険料の納付状況については、次のとおりである。 

（単位：千円） 
種 別 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 うち還付未済額 

特別徴収（現年度分） △

普通徴収（現年度分）

普通徴収（滞納繰越分）

合 計

●令和 年度の保険料率

保険料は、被保険者全員が等しく負担する「均等割額」と被保険者の所得に応じて

負担する「所得割額」を合計して個人単位で計算する。［賦課限度額： 万円］

※保険料率等の推移については、【表 】を参照

保険料の納付方法は、原則として年金から天引き［特別徴収］される。ただし、介

護保険料と後期高齢者医療保険料との合算額が、年金額の半分を超える場合は、特別

徴収とはならず、納付書払い又は口座振替［普通徴収］となる。

一般会計繰入金 千円

内 訳 ・保険基盤安定繰入金 千円

・事務費繰入金
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【表 2】被保険者の状況 
（単位：人） 

年 齢 階 層
被保険者

総 数

うち現役並み所得者 うち一般 うち低所得

割負担 割負担 割負担

Ⅲ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅰ

歳～ 歳

歳～ 歳

歳～ 歳

歳～ 歳

歳～ 歳

歳～ 歳

歳～ 歳

歳～

計

割合（％）

●自 己 負 担 割 合： 割 現役並み所得者Ⅲ、Ⅱ、Ⅰ

割 一般Ⅱ

割 一般Ⅰ、低所得者Ⅱ、Ⅰ

●所 得 区 分

・現役並み所得者Ⅲ：本人又は同一世帯の後期高齢被保険者の住民税課税所得が

万円以上の方

・現役並み所得者Ⅱ：本人又は同一世帯の後期高齢被保険者の住民税課税所得が

万円以上の方

・現役並み所得者Ⅰ：本人又は同一世帯の後期高齢被保険者の住民税課税所得が

万円以上の方

・一 般 Ⅱ：現役並み所得者Ⅲ・Ⅱ・Ⅰ以外の被保険者で

① 後期高齢被保険者が 人の世帯

住民税課税所得が 万円以上かつ年金収入＋その他の

合計所得額が 万円以上の方

② 後期高齢被保険者が複数の世帯

住民税課税所得が 万円以上かつ年金収入＋その他の

合計所得額が 万円以上の方

・一 般 Ⅰ：現役並み所得者Ⅲ・Ⅱ・Ⅰ、一般Ⅱ、低所得者Ⅱ・Ⅰ以外の方

・低 所 得 者 Ⅱ：世帯の全員が住民税非課税の方で、低所得者Ⅰ以外の方

・低 所 得 者 Ⅰ：世帯の全員が住民税非課税で、その世帯の各所得（年金の場合

は年金収入から 万円を差し引いた額。給与の場合は給与所得

から 万円を差し引いた額）の合計が 円となる方 

令和 年度の決算額は、次のとおりである。 
歳入総額 千円

歳出総額

差 引

１ 歳入について

予算現額 千円に対して、調定額 千円、収入額 千円となり、前

年度に対し、 千円の増（伸率 ％）であった。

主な歳入については、以下のとおりである。

後期高齢者医療保険料 
保険料の納付状況については、次のとおりである。 

（単位：千円） 
種 別 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 うち還付未済額 

特別徴収（現年度分） △

普通徴収（現年度分）

普通徴収（滞納繰越分）

合 計

●令和 年度の保険料率

保険料は、被保険者全員が等しく負担する「均等割額」と被保険者の所得に応じて

負担する「所得割額」を合計して個人単位で計算する。［賦課限度額： 万円］

※保険料率等の推移については、【表 】を参照

保険料の納付方法は、原則として年金から天引き［特別徴収］される。ただし、介

護保険料と後期高齢者医療保険料との合算額が、年金額の半分を超える場合は、特別

徴収とはならず、納付書払い又は口座振替［普通徴収］となる。

一般会計繰入金 千円

内 訳 ・保険基盤安定繰入金 千円

・事務費繰入金
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【表 】保険料率の推移

年 度 均等割額（円） 所得割額（％） 賦課限度額（円）

ア 平成 ～ 年度

イ 平成 ～ 年度

ウ 平成 ～ 年度

エ 平成 ～ 年度

オ 平成 ～ 年度

カ 平成 ～ 年度

キ 令和２～３年度

ク 令和４～５年度

ケケ 令令和和６６～～７７年年度度

前回保険料率からの上昇額

ケ － ク
円増 ポイント増 円増

２ 歳出について

予算現額 千円、支出済額 千円で、前年度に対して 千円の増（伸

率 ％）であった。

主な歳出については、以下のとおりである。

佐賀県後期高齢者医療広域連合納付金

内訳については、次のとおりである。

（単位：千円）

共通経費負担金（一般会計）

共通経費負担金（特別会計）

保険料（特別徴収＋普通徴収）

保険基盤安定負担金

合 計

はり灸負担金 千円

一般会計繰出金 千円 ※前年度決算剰余金

－ 83 －



【表 】保険料率の推移

年 度 均等割額（円） 所得割額（％） 賦課限度額（円）

ア 平成 ～ 年度

イ 平成 ～ 年度

ウ 平成 ～ 年度

エ 平成 ～ 年度

オ 平成 ～ 年度

カ 平成 ～ 年度

キ 令和２～３年度

ク 令和４～５年度

ケケ 令令和和６６～～７７年年度度

前回保険料率からの上昇額

ケ － ク
円増 ポイント増 円増

２ 歳出について

予算現額 千円、支出済額 千円で、前年度に対して 千円の増（伸

率 ％）であった。

主な歳出については、以下のとおりである。

佐賀県後期高齢者医療広域連合納付金

内訳については、次のとおりである。

（単位：千円）

共通経費負担金（一般会計）

共通経費負担金（特別会計）

保険料（特別徴収＋普通徴収）

保険基盤安定負担金

合 計

はり灸負担金 千円

一般会計繰出金 千円 ※前年度決算剰余金
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（（２２））国国民民健健康康保保険険特特別別会会計計

国民健康保険制度については、平成 年度から佐賀県が財政運営の責任主体となり、安

定的な財政運営や効率的な事業の確保等、国保運営の中心的な役割を担っている。

太良町においては、地域住民と身近な関係の中、資格管理、保険給付、保険税率の決定、

賦課・徴収、保健事業等、地域におけるきめ細かい事業を引き続き行っている。

近年、日本国内では少子高齢化が進み、太良町国民健康保険においても加入者の年齢構

成は高く、令和 年度末で全体加入者に占める 歳以上の方の割合は、 ％となってい

る。【表 】

主な加入者は、自営業者、第一次産業従事者及び失業等により離職された方や、定年退

職後の方などであり、その所得水準は他の医療保険と比較して低い状況である。【表 】

また、医療費は県内においては平均よりも低い状況ではあるが、加入者の高齢化等によ

り増加傾向である。

なお、医療費抑制の保健事業として、特定健康診査（内臓肥満・生活習慣病の予防）の

受診率目標を ％としているが、令和 年度の特定健診受診率は、 ％（速報値）であ

り、前年度の ％から増加したものの目標を達成できなかった。今後も、目標達成に向

け、健康意識の啓発等を行い事業を実施する。

【表 】町民全体の男女別年齢階層人口と国保被保険者数（令和 年度末）

（単位：人）

年 齢

階 層 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 以上
計

人口男

人口女

人口計

国保男

国保女

国保計

国保加

入割合

構成比

【表 】国保被保険者世帯の所得階層（令和 年度末）

世帯総所得金額 世 帯 数 割合（％）

万円以上

万円 ～ 万円未満

万円 ～ 万円未満

万円 ～ 万円未満

万円 ～ 万円未満

万円 ～ 万円未満

万円 ～ 万円未満

万円 ～ 万円未満

万 円 ～ 万円未満

所得なし ～ 万円以下

計

１１ 決決算算総総額額

令和 年度の決算は、下記のとおりである。

歳入総額 千円

歳出総額

差 引
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（（２２））国国民民健健康康保保険険特特別別会会計計

国民健康保険制度については、平成 年度から佐賀県が財政運営の責任主体となり、安

定的な財政運営や効率的な事業の確保等、国保運営の中心的な役割を担っている。

太良町においては、地域住民と身近な関係の中、資格管理、保険給付、保険税率の決定、

賦課・徴収、保健事業等、地域におけるきめ細かい事業を引き続き行っている。

近年、日本国内では少子高齢化が進み、太良町国民健康保険においても加入者の年齢構

成は高く、令和 年度末で全体加入者に占める 歳以上の方の割合は、 ％となってい

る。【表 】

主な加入者は、自営業者、第一次産業従事者及び失業等により離職された方や、定年退

職後の方などであり、その所得水準は他の医療保険と比較して低い状況である。【表 】

また、医療費は県内においては平均よりも低い状況ではあるが、加入者の高齢化等によ

り増加傾向である。

なお、医療費抑制の保健事業として、特定健康診査（内臓肥満・生活習慣病の予防）の

受診率目標を ％としているが、令和 年度の特定健診受診率は、 ％（速報値）であ

り、前年度の ％から増加したものの目標を達成できなかった。今後も、目標達成に向

け、健康意識の啓発等を行い事業を実施する。

【表 】町民全体の男女別年齢階層人口と国保被保険者数（令和 年度末）

（単位：人）

年 齢

階 層 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 以上
計

人口男

人口女

人口計

国保男

国保女

国保計

国保加

入割合

構成比

【表 】国保被保険者世帯の所得階層（令和 年度末）

世帯総所得金額 世 帯 数 割合（％）

万円以上

万円 ～ 万円未満

万円 ～ 万円未満

万円 ～ 万円未満

万円 ～ 万円未満

万円 ～ 万円未満

万円 ～ 万円未満

万円 ～ 万円未満

万 円 ～ 万円未満

所得なし ～ 万円以下

計

１１ 決決算算総総額額

令和 年度の決算は、下記のとおりである。

歳入総額 千円

歳出総額

差 引
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２２ 療療養養のの給給付付状状況況

（単位：世帯、人、件、日、千円）

年 間 平 均 世 帯 数

（ 月～翌 月）

年間平均被保険者数

（ 月～翌 月）

種 別 件 数 日 数 費 用 額 保険者負担額

令

和

６

年

３

月

か

ら

令

和

７

年

２

月

療

養

の

給

付

等

入 院

入 院 外

歯 科

薬 剤 の 支 給 枚

食 事 の 療 養 回

訪 問 看 護

小 計 Ａ

療

養

費

等

療 養 費

そ の 他

小 計 Ｂ

計 Ａ＋Ｂ＝Ｃ

高 額 療 養 費 Ｄ

そ
の
他
の
給
付

出産育児一時金

葬 祭 費

傷 病 手 当

計 Ｅ

審 査 手 数 料 Ｆ

合 計

Ｃ＋Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＝Ｇ

（注） 出産育児一時金は手数料を含む。高額療養費は介護合算療養費を含む。

※ 令和 年度「療養の給付等」の保険者負担額合計の前年度対比は ％となった。

その他の前年度対比は、次のとおりである。

療養費 ％

高額療養費 ％

出産育児一時金 ％（ 年度 件 → 年度 件）

葬祭費 ％（ 年度 件 → 年度 件）

審査手数料 ％

３３ 歳歳入入ににつついいてて

国国民民健健康康保保険険税税

予算現額 千円、調定額 千円、収入済額 千円で、歳入総額の

％を占め、前年度に対し 千円の減（伸率△ ％）であった。国民健康保険税

が減少した要因は、被保険者数の減少によるものと考える。

なお、収納状況は下表のとおりで、現年度分の収納率は ％、対前年比 ％の

減。滞納繰越分の収納率は ％、対前年比 ％の減となった。

収納率は減少となったものの高い収納率となっており、これは被保険者の納税意識が

高いことと納税相談などの地道な収納対策を講じていることが要因と考えられる。

今後も国保財政の実情を理解してもらい、収納率 ％を目指し被保険者の協力を求

めたい。

（単位：千円、％）

種 別 予 算 額 調 定 額 収 入 額

収 納 率

令和

年度

令和

年度

一 般 被 保 険 者 現 年 分

一 般 被 保 険 者 滞 納 繰 越 分

合 計

◆ 年度別収入状況

（単位：円、％）

年 度 区 分
一世帯当たり

現年度調定額

被保険者一人当たり

現 年 度 調 定 額

被保険者一人当たり

現 年 度 収 入 額
収 納 率

令和 年度

医 療 分

後期支援者

介 護 分

令和 年度

医 療 分

後期支援者

介 護 分

令和 年度

医 療 分

後期支援者

介 護 分

＊令和 年度平均国保世帯数 世帯、うち平均介護保険 号世帯数 世帯

平均被保険者数 人、うち平均介護保険 号被保険者数 人

－ 87 －



２２ 療療養養のの給給付付状状況況

（単位：世帯、人、件、日、千円）

年 間 平 均 世 帯 数

（ 月～翌 月）

年間平均被保険者数

（ 月～翌 月）

種 別 件 数 日 数 費 用 額 保険者負担額

令

和

６

年

３

月

か

ら

令

和

７

年

２

月

療

養

の

給

付

等

入 院

入 院 外

歯 科

薬 剤 の 支 給 枚

食 事 の 療 養 回

訪 問 看 護

小 計 Ａ

療

養

費

等

療 養 費

そ の 他

小 計 Ｂ

計 Ａ＋Ｂ＝Ｃ

高 額 療 養 費 Ｄ

そ
の
他
の
給
付

出産育児一時金

葬 祭 費

傷 病 手 当

計 Ｅ

審 査 手 数 料 Ｆ

合 計

Ｃ＋Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＝Ｇ

（注） 出産育児一時金は手数料を含む。高額療養費は介護合算療養費を含む。

※ 令和 年度「療養の給付等」の保険者負担額合計の前年度対比は ％となった。

その他の前年度対比は、次のとおりである。

療養費 ％

高額療養費 ％

出産育児一時金 ％（ 年度 件 → 年度 件）

葬祭費 ％（ 年度 件 → 年度 件）

審査手数料 ％

３３ 歳歳入入ににつついいてて

国国民民健健康康保保険険税税

予算現額 千円、調定額 千円、収入済額 千円で、歳入総額の

％を占め、前年度に対し 千円の減（伸率△ ％）であった。国民健康保険税

が減少した要因は、被保険者数の減少によるものと考える。

なお、収納状況は下表のとおりで、現年度分の収納率は ％、対前年比 ％の

減。滞納繰越分の収納率は ％、対前年比 ％の減となった。

収納率は減少となったものの高い収納率となっており、これは被保険者の納税意識が

高いことと納税相談などの地道な収納対策を講じていることが要因と考えられる。

今後も国保財政の実情を理解してもらい、収納率 ％を目指し被保険者の協力を求

めたい。

（単位：千円、％）

種 別 予 算 額 調 定 額 収 入 額

収 納 率

令和

年度

令和

年度

一 般 被 保 険 者 現 年 分

一 般 被 保 険 者 滞 納 繰 越 分

合 計

◆ 年度別収入状況

（単位：円、％）

年 度 区 分
一世帯当たり

現年度調定額

被保険者一人当たり

現 年 度 調 定 額

被保険者一人当たり

現 年 度 収 入 額
収 納 率

令和 年度

医 療 分

後期支援者

介 護 分

令和 年度

医 療 分

後期支援者

介 護 分

令和 年度

医 療 分

後期支援者

介 護 分

＊令和 年度平均国保世帯数 世帯、うち平均介護保険 号世帯数 世帯

平均被保険者数 人、うち平均介護保険 号被保険者数 人
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一般被保険者の軽減額については、県 、町（一般会計） 、保険者支援分につい

ては、国 、県 、町（一般会計） の補てんがそれぞれ措置されており、今年度

の繰入額は次のとおりである。

（単位：千円）

区 分 国 県 町 計

保険税軽減分 ―

保険者支援分

未就学児均等割

保険税負担分

産 前 産 後

保険税負担分

◆ 低所得世帯に対する軽減の状況

（単位：世帯、千円）

種 別
医 療 分 後期高齢者支援分

分

介 護 分
軽減額計

世帯数 軽減額 世帯数 軽減額 世帯数 軽減額

割軽減

割軽減

割軽減

合 計

※保険基盤安定負担金繰入金算出基礎表による 月 日現在の本算定における件数、金額

国国庫庫支支出出金金

予算現額 千円、調定額、収入済額はともに 千円で、歳入総額の ％で

あった。

国国庫庫補補助助金金

社会保障・税番号制度システム整備費補助金 千円

県県支支出出金金

予算現額 千円、調定額、収入済額はともに 千円で、歳入総額の

％であった。内訳は、次のとおりである。

県県補補助助金金

保険給付費等交付金

普通交付金 千円

特別交付金

ア分 特別調整交付金（市町分）

イ分 保険者努力支援制度分

ウ分 都道府県繰入金（ 号分）

エ分 特定健康診査等負担金

そそのの他他のの収収入入

その他の収入で主なものは、一般会計繰入金 千円（伸率 ％）、支払準

備基金繰入金 千円（伸率 ％）、繰越金 千円（伸率 ％）である。

一般会計繰入金の内容は、保険基盤安定繰入金、未就学児均等割保険料繰入金、事務

費等繰入金、出産育児一時金繰入金、財政安定化支援繰入金、子どもの医療費助成事

業費繰入金、産前産後保険税繰入金である。 

◆令和 年度の国民健康保険給付費基金積立状況

（単位：千円）

令和 年度末

現 在 高

令 和 年 度 増 減
令和 年度末

現 在 高
積 立

取 り 崩 し
基 金 利 子 積 立 金

※令和 年度積立金 千円については、令和 年度決算時の剰余金（ 千円）

の約 を積立てたもの

◆国民健康保険給付費基金残高状況

（単位：千円）

年度 前年度末残高 利子積立 剰余金積立 取崩し 年度末残高

令和 年度

令和 年度

令和 年度

令和 年度

令和 年度

－ 89 －



一般被保険者の軽減額については、県 、町（一般会計） 、保険者支援分につい

ては、国 、県 、町（一般会計） の補てんがそれぞれ措置されており、今年度

の繰入額は次のとおりである。

（単位：千円）

区 分 国 県 町 計

保険税軽減分 ―

保険者支援分

未就学児均等割

保険税負担分

産 前 産 後

保険税負担分

◆ 低所得世帯に対する軽減の状況

（単位：世帯、千円）

種 別
医 療 分 後期高齢者支援分

分

介 護 分
軽減額計

世帯数 軽減額 世帯数 軽減額 世帯数 軽減額

割軽減

割軽減

割軽減

合 計

※保険基盤安定負担金繰入金算出基礎表による 月 日現在の本算定における件数、金額

国国庫庫支支出出金金

予算現額 千円、調定額、収入済額はともに 千円で、歳入総額の ％で

あった。

国国庫庫補補助助金金

社会保障・税番号制度システム整備費補助金 千円

県県支支出出金金

予算現額 千円、調定額、収入済額はともに 千円で、歳入総額の

％であった。内訳は、次のとおりである。

県県補補助助金金

保険給付費等交付金

普通交付金 千円

特別交付金

ア分 特別調整交付金（市町分）

イ分 保険者努力支援制度分

ウ分 都道府県繰入金（ 号分）

エ分 特定健康診査等負担金

そそのの他他のの収収入入

その他の収入で主なものは、一般会計繰入金 千円（伸率 ％）、支払準

備基金繰入金 千円（伸率 ％）、繰越金 千円（伸率 ％）である。

一般会計繰入金の内容は、保険基盤安定繰入金、未就学児均等割保険料繰入金、事務

費等繰入金、出産育児一時金繰入金、財政安定化支援繰入金、子どもの医療費助成事

業費繰入金、産前産後保険税繰入金である。 

◆令和 年度の国民健康保険給付費基金積立状況

（単位：千円）

令和 年度末

現 在 高

令 和 年 度 増 減
令和 年度末

現 在 高
積 立

取 り 崩 し
基 金 利 子 積 立 金

※令和 年度積立金 千円については、令和 年度決算時の剰余金（ 千円）

の約 を積立てたもの

◆国民健康保険給付費基金残高状況

（単位：千円）

年度 前年度末残高 利子積立 剰余金積立 取崩し 年度末残高

令和 年度

令和 年度

令和 年度

令和 年度

令和 年度

－ 90 －



４４ 歳歳出出ににつついいてて

総総務務費費

予算現額 千円、支出済額 千円で、歳出総額の ％を占め、前年度に

対し 千円の増（伸率 ％）であった。

なお、主な内容は、会計年度任用職員の人件費、国保連合会への負担金、経常的な物

件費の経費及び納税奨励費等である。

国民健康保険市町村事務処理標準システム導入事業委託料 千円

電算システム改修業務委託料

国民健康保険税納税奨励金

※完納徴収税額の 分の （ 円未満切捨）

納税奨励金の状況

年 度 納税組合班数 うち完納班数 奨励金 千円

令和 年度

令和 年度

令和 年度

令和 年度

令和 年度

保保険険給給付付費費

予算現額 千円、支出済額 千円で、歳出総額の ％を占め、前

年度に対し 千円の増（伸率 ％）であった。

◆ 年度別療養の給付等状況

（単位：件、日、千円、円、回）

年度 件 数 日 数 費 用 額
保 険 者

負 担 額

１件当た

り費用額

１人当た

り費用額

人当たり

受 診 件 数

令和 年度

令和 年度

令和 年度

※令和 年度平均被保険者数 一般被保険者 人

国国民民健健康康保保険険事事業業費費納納付付金金

予算現額 千円、支出済額 千円で、歳出総額の ％を占めている。

平成 年度から佐賀県が運営主体となったことに伴い、県国保特別会計へ事業費納付

金を納付し、保険給付費等交付金を受け取る制度へ改正されている。

支出内訳については、下記のとおりである。

（単位：千円）

ア 医療給付費分
市町が支払う保険給付費を県が市町に交

付するための財源

イ 後期高齢者支援金等分 後期高齢者医療制度の財源

ウ 介護納付金分 介護保険制度の財源

計

◆各納付金の状況

ア 医療費給付分

（単位：千円）

年 度 一 般 分 退 職 分 計

令和 年度 ―

令和 年度 ―

令和 年度

イ 後期高齢者支援金等分

（単位：千円）

年 度 一 般 分 退 職 分 計

令和 年度 ―

令和 年度 ―

令和 年度

ウ 介護納付金分

（単位：千円、人、円）

年 度
介護納付金

（千円）

第 号被保険者数

（ 年 間 平 均 ）

１人当たり

平均納付金額 円

令和 年度

令和 年度

令和 年度

－ 91 －



４４ 歳歳出出ににつついいてて

総総務務費費

予算現額 千円、支出済額 千円で、歳出総額の ％を占め、前年度に

対し 千円の増（伸率 ％）であった。

なお、主な内容は、会計年度任用職員の人件費、国保連合会への負担金、経常的な物

件費の経費及び納税奨励費等である。

国民健康保険市町村事務処理標準システム導入事業委託料 千円

電算システム改修業務委託料

国民健康保険税納税奨励金

※完納徴収税額の 分の （ 円未満切捨）

納税奨励金の状況

年 度 納税組合班数 うち完納班数 奨励金 千円

令和 年度

令和 年度

令和 年度

令和 年度

令和 年度

保保険険給給付付費費

予算現額 千円、支出済額 千円で、歳出総額の ％を占め、前

年度に対し 千円の増（伸率 ％）であった。

◆ 年度別療養の給付等状況

（単位：件、日、千円、円、回）

年度 件 数 日 数 費 用 額
保 険 者

負 担 額

１件当た

り費用額

１人当た

り費用額

人当たり

受 診 件 数

令和 年度

令和 年度

令和 年度

※令和 年度平均被保険者数 一般被保険者 人

国国民民健健康康保保険険事事業業費費納納付付金金

予算現額 千円、支出済額 千円で、歳出総額の ％を占めている。

平成 年度から佐賀県が運営主体となったことに伴い、県国保特別会計へ事業費納付

金を納付し、保険給付費等交付金を受け取る制度へ改正されている。

支出内訳については、下記のとおりである。

（単位：千円）

ア 医療給付費分
市町が支払う保険給付費を県が市町に交

付するための財源

イ 後期高齢者支援金等分 後期高齢者医療制度の財源

ウ 介護納付金分 介護保険制度の財源

計

◆各納付金の状況

ア 医療費給付分

（単位：千円）

年 度 一 般 分 退 職 分 計

令和 年度 ―

令和 年度 ―

令和 年度

イ 後期高齢者支援金等分

（単位：千円）

年 度 一 般 分 退 職 分 計

令和 年度 ―

令和 年度 ―

令和 年度

ウ 介護納付金分

（単位：千円、人、円）

年 度
介護納付金

（千円）

第 号被保険者数

（ 年 間 平 均 ）

１人当たり

平均納付金額 円

令和 年度

令和 年度

令和 年度
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保保健健事事業業費費

予算現額 千円、支出済額 千円で、歳出総額の ％を占め、前年度に

対し 千円の減（伸率△ ％）であった。

主な内容は、特定健康診査事業及びはり・きゅうに係る費用助成事業等である。

特定健診・保健指導業務委託料 千円

特定健康診査データ分析及び受診勧奨業務委託料

はり灸負担金

◆ 年度別総務費、保健事業費支出状況

年 度
総 務 費

（千円）

保健事業費

（千円）

計

（千円）

歳出総額の割合

（％）

令和 年度

令和 年度

令和 年度

 
 
◆ 特定健診、保健指導実施状況

年 度
特 定 健 診 保 健 指 導

受診者数（人） 受診率（％） 利用者数（人） 実施率（％）

令和 年度

令和 年度

令和 年度 ―

＊令和 年度特定健診受診者数及び受診率は令和 年 月末速報値

＊令和 年度の保健指導実施率は令和 年 月確定のため未記載

諸諸支支出出金金

予算現額 千円、支出済額 千円で、歳出総額の ％を占め、前年度に

対し 千円の減（伸率△ ％）であった。

主な内容は、一般被保険者還付金、還付加算金、県支出金精算返納金及び一般会計繰

出金等である。

一般被保険者還付金（ 件） 千円

県支出金精算返納金（前年度特別交付金の額に確定によるもの）

一般会計繰出金（前年度事務費等繰入金の精算返納）
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